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第１章　　緒言

　本研究は，衛星通信における信頼度．稼働率を改善するために．通信衛星に適用し得る

いくつかの新しい技術を提案し，それらについて検証を行うものである．

　衛星通信は.19 4 5年に英国のArthur C. Clarkeにより静止通信衛星という概念が

考案された後.19 6 3年に米国で世界初の静止通信衛星であるシンコム２号が打上げら

れ19 6 5年のアーリーバードにより商用衛星通信サービスが開始され，その後通信衛星

の打ち上げ能力の向上と共に通信衛星の性能も向上し，その発展は著しいものがある(I)

国内においても19 7 9年１２月に打ち上げられた実験用中容量静止通信衛星ＣＳにより

各種実験が実施され（２’ " . 19 8 3年２月，８月に打ち上げられたＣＳ－２により世界

に先駆けて準ミリ波帯を使用した通信衛星が実用化されている．

　通信衛星においては，打ち上げ費を含めた衛星のコストが高いため，衛星をいかに効率

よく利用するかということが大きな課題であり，重量，電力，信頼度・寿命，不稼働率・

伝送品質，伝送容量等の改善を行うため，新しい技術の研究開発が進められている．重量，

電力，信頼度・寿命，稼働率・伝送品質，伝送容量等の通信衛星の性能は一般に１つの性

能を向上させると他が劣化するという相反する性格のものであり，最適化技術が衛星設計

における基本であるが，本研究はこれらの内．特に他の性能にあまり大きな影響を与える

ことなく，信頼度，稼働率を向上させるという観点から通信衛星に適用するための新しい

技術の検討を行ったものである．本研究で取り上げるテーマは

　（1）アンテナ利得制御

　（2）マルチピーム切替制御・共通増幅

　（3）冗長方式

　（４）再生中継

である．

　準ミリ波帯衛星通信においては降雨による電波の減衰が大きな問題である．第２章では，

降雨に応じてアンテナ利得を制御し降雨マージンの増大を行う方法を提案し，中継系の檎

成，制御則について述べ，本方法における降雨マージンの改善量を明らかにする．さらに，

本方法を再生中継と併用する事により，再生中継の効果が顕著となり，一層の降雨マージ
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ンの増加が図れることを示す．次に，第３章では，マルチピーム衛星中継方式におけるビ

ーム間のトラヒックの不均衡によるトランスポンダの使用効率低下を補償するための手法

として，衛星上で複数のアンテナビームを切替制御する方法及び共通増幅する方法を提案

する．さらに，ビーム切替及びマルチビームを共通増幅するためのマイクロ波回路として，

多端子結合形回路を提案し，その原理，特徴，.特性及び適用方法を明らかにする．第４章

では，搭載通信機器の信頼度向上を目的とする新しい冗長方式を提案し，信頼度解析を行

い，本方式が比較的簡易な構成で高信頼度を達成し得ることを述べる．最後に，第５章で

は，通信衛星における伝送特性改善のための再生中継について述べ，再生中継を行うため

の簡易な構成の２相ＰＳＫ位相再生回路及びディジタル素子で構成したＭＳＫ遅延検波回路

の特性について明らかにする．

　なお，通信における稼働率( availability)と信頼度( reliability)の定義は，

availability:

　　　Probability that a system, or　a　resource　is　not　in　astate of　congestion or

　　　failure at any given point　in time.

reliability:

　　　Th･e ability of　a system, or　a resource to perform　its functions under

　　　stated conditions over　a stated period of　time, by maintaining qual ity　of

　　　service parameters within stated　values.

であり（4），稼働率と信頼度はほぼ同義語であるが，ここでは，さらにトランスポンダの

使用効率等も稼働率と解釈し，広い意味での通信衛星のアベイラビリティ向上を本研究の

目的としている．
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第２章　搭載アンテナ利得制御

２．１　序

　周波数が高くなるに従って，伝送品質及び不稼働率に対する降雨の影響が大きくなる．

従って, 30/20GHZ帯のような高い周波数帯を利用するためには十分な降雨マージンを確保

することが大きな課題である．しかしながら，降雨が影響を及ぼす時間率は非常に小さく，

常時降雨に対してマージンを確保することは無駄である．このような観点からアダプティ

ブに降雨マージンを確保する方法が各種検討されている．それらの考え方を分類すると下

記の通りである(5)

　　（1）サイトダイバーシティ

　　（2）地球局及び方式パラメータの適応制御

　　　　　（送信電力，搬送波周波数，変復調・コーディング方式等の制御）

　　（3）衛星パラメータの適応制御

　この内，衛星パラメータの適応制御としては，降雨の地域相関性が少ないことを利用し

て複数レベル高出力増幅器の使用等によるe. i.r. p.の制御が考えられるが，本章ではさら

に降雨に応じて搭載アンテナの利得を制御する方式を提案し検討結果を示す（６･ 7）.本方

式はマルチホーンアンテナを使用し，各ホーシヘの電力分配比を可変電力合成器（ＶＰ

Ｃ），可変電力分割器（ＶＰＤ）により降雨に応じて可変制御することにより，等価的に

アンテナ利得を制御するものである.

　30/20GHZ帯を使用する従来の通信衛星においては，降雨に対する不稼働率を一定値以下

とするために，上り回線，下り回線双方に対して，常時約10dBまたはそれ以上の降雨マー

ジンを見込んでいる．しかし，このような降雨が発生するのは，年間0.4%以下であり，か

つ一定距離離れた所における相関性は非常に小さいものとなっている．とのことを利用す

ると，衛星のアンテナ利得を制御し，降雨地のみ利得を上げることにより，平均的な降雨

マージンを小さくすることが可能となる．本章では，ＶＰＣ／ＶＰＤでホーン間の結合を

行うマルチホーンアンテナを使用し，アンテナ利得制御を行う手法を提案する．

　一般に，地上のディジタルマイクロ波中継等に,おいては，中継所毎に一旦ベースバンド

に復調し，波形整形等を行った後，再変調を行う再生中継方式が用いられてきた．しかし，

３



30/20GHZ帯を使用する通信衛星においては，降雨マージンが大きいため..非降雨時には再

生中継による伝送特性の改善を必要としない．降雨時においても，上り・下り両回線で同

時に降雨が発生する確率が小さく，仝回線の品質が降雨の発生した回線の品質で決定され

るため，再生中継の効果がほとんど期待できない．このような理由で, 30/20GHZ帯を使用

する通信衛星においては，再生中継の効果は非常に小さいと考えられていた．しかしなが

ら，ここで取り上げるアンテナ利得制御を行うと，結果的に，降雨時においても上り・下

り両回線の品質が均衡することとなり，再生中継の効果が増大されることとなる．本章で

は，アンテナ利得制御と再生中継を併用すると，両者の効果が相乗されることを明らかに

する.

　2.2節で，アンテナ利得制御の基本原理及びＶＰＣ／ＶＰＤの制御則について述べる.

2.3節では，本方式における降雨マージンの計算法及び計算結果を示す. 2.4節では，本

方式を再生中継と組み合わせることにより両者の効果が相乗されることを示す．最後に，

2.5節では本方式を実現する上で基本要素となる20GHZ帯ＶＰＤの基本特性について述べ

る．

２．２　搭載アンテナの利得制御則

2.2.1　システム構成

　本章で検討を行うＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access)衛星通信系の構成例を図

2.1に示す．地域ＡＩ～Ａ。の地球局は同一衛星に信号を送信し，衛星で受信された信号

は分波器（ＩＭＵＸ）で分波された後チャネル毎に増幅され，合波器（ＯＭＵＸ）で合波

され再び地域ＡＩ～Ａ。の地球局に送信される．ここで衛星中継系の構成をさらに詳しく

書くと図2.2のようになる．図2.2において，アンテナ系としては地域Ａ，～Ａ。のそれ

ぞれを照射する１次ホーンと反射鏡で構成されるマルチホーンアンテナを想定している．

各ホーンから受信された信号はＶＰＣのネットワークによって合成され，受信機（ＲＣＶ

Ｒ）を経た後，各チャネル毎に分波され増幅される．再び合波された信号はＶＰＤのネッ

トワークによって分割され各ホーンから送信される．

　降雨に関する情報は監視制御局で収集され，降雨地及び降雨減衰量に応じて衛星上のＶ

ＰＣ及びＶＰＤの結合量が制御される．
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２　衛星中継系の構成
2.2 Satellite relay system configuration
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２．２　ＶＰＣ／ＶＰＤの制御則

地上である程度の距離が離れると降雨の相関が非常に小さくなることが知られている

．ここで救済の対象とする降雨の状態として年間降雨確牢0.2%(21.2GHzで日本の主要

都市における降雨減衰6.3～12. 2db以上）程度を対象とすると，他に年間降雨破率2%（21.

2GHzで日本の主要都市における降雨減衰1.9～3. 2dB以上）程度の降雨が地域数ｎ中ｒヶ

所の地域で同時に発生する確率P(n. r)は，

P (n. r)｡＝。C。（0.002）（0.02）「-'(0.98)　ｎ一「 (2.1)

となる．式(2.1)によると，２ケ所以上同時に降雨が発生する確率は降雨番目関を無視する

と，ｎが４の場合約0. 05X. nが８の場合約0.2%で，ｎが４程度の場合は考慮する必要がな

いがｎが８程度になると考慮する必要が生じると考えられる．ここでは，降雨地を１ヶ所

と見なすことができる範囲で考えることとする．

　ここで，衛星回線総合の符号誤り率のスレッショルドをＰtｈとし，上り回線，下り回線

それぞれのC/Nをx(dB)，y(dB)としt P thを満足するXth. ythの関係を次式で与えるこ

ととする．

　　　　P th =g (xth. yih)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2.2)

　降雨がいずれの地域でも発生しない時. V P C . V P Dの結合度はいずれも-10 log(n)

とし，この時の上り回線，下り回線のC/Nをxo(dB)，yｏ(dB)とする．いずれかの地域で

降雨が発生した時，降雨の発生していない(ｎ-1)地域に対してはＶＰＣの結合度をX(dB)

だけ減少させ，

　　　　-10 log(n)-χ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2.3)

とし この分だけ降雨地に対する結合度を増加させると，降雨地に対する結合度は，

10 log (　1

n-1 　　－

10

-

１０

(2.4)

　　　　　　　　　　　　　　ｎ

となる．同様に降雨の発生していない（ｎ－１）地域に対して. V P Dの結合度をY（dB）

だけ減少させ，

　　　　　-10log(n)-Y　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2.5)

６
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とすると，降雨地に対する結合度は

となり，

10 log (　1-

　
　
２
　
　
２

　
　
χ
　
　
ｙ

　
　
一
一
　
　
一
一

　
　
Ｉ
　
　
Ｉ

　
　
χ
　
　
ｙ

士

10

-

　Ｙ

-

１０ ）

n-1

-
10

７

-

I 0　）－β

(2.6)

(2.7)

(2.8)

(2.9〉

(2.10)

(2.11)

(2.12)

n-1

-

となる．従って，式(2.3)より非降雨地の上り回線C/N XIくdB）は，

　　　　　χ1＝χｏ-χ，

式(2.4)より降雨地の上り回線C/N X2（dB）は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n-1　　－ －
　　　　　x2＝xo＋10log(n)+10 log (　1-　- 10　　1o ）－α，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n

式(2.5)より降雨地の下り回線C/N y.(dB)は，

　　　　　yl°yo-Y.

式(2.6)より降雨地の下り回線C/N y２（dB）は，

y2=yo+10 log(n)+10 log (　1

となる．ただし，α，βはそれぞれ上り回線，下り回線の降雨減衰量(dB)である．

　ここで，降雨時の回線状態としては次の３つの場合が考えられる.

　　(1)上り回線のみ降雨

　　(2)下り回線のみ降雨

　　(3)両回線とも非降雨

式(2.2)の条件は上記(1)～(3)の各場合に対して成立する必要があるから．

Pth=g(x2.y,)= g(x,,yj=g(x,.y,)

となる．式(2.7)～(2.10)及び(2.12)を用いると，α．βとして許容される値，すなわち

上り回線，下り回線の降雨マージンＭ。(dB). Md (dB)は，



士
恥＝X＋10 log(n)+10 log (1-

Md =Y+10 log(n)+10 log (1

n-1

-

n-1

-

10

10

-

-

　χ

-

１０

-

ｌｏ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ

となる。一方，ＸとＹとの間には式(2.7). (2.9). (2.11)より

　　　　　　Pth=g(Xo-χ,yo-Y〉

(2.13)

(2.14)

によってあたえられる関係が成立している。従って，できるだけ有利なＭ。とＭ。を得る

ための制御則としては，Ｍ。，Ｍａそれぞれの重要度に依存するおもみW 1, W 2を使用す

ると，

　　　　　d {w, M。（X）＋ｗ2Ma（Y（X））｝

dX

＝０ (2.15)

によって与えられる。以下では, w ,,　ｗ２が１の場合を想定し，Ｍ。十Ｍａを最大とす

る条件を求めることとする。

２．３　搭載アンテナ利得制御における降雨マージン

2.3.1　所要C/N特性

　本節では図2.3に示すディジタル衛星回線を想定して降雨マージンの改善量を推定する．

一般に，デューティファクタ１のパルス列をガウス形フィルタを通して伝送する系を想定

すると，隣接パルスの符号間干渉を考慮することによって，２相同期検波P C M - P S K

回線の符号誤り率（ＢＥＲ）は次のように表わされる．（付録Ａ）

P。(Z. BT) =

１

一
　
４

　１

＋-

２
１

十-

　４

F［{l-2erfc(

πBT

２√而

πBT
Ｆ［｛１-

　１

F (― 1

　芦

erfc（yｱiii:Ｆ

２
０２０ ）

８

）

　１　こ

←1020　］
戸

　１　こ

←1020］
芦

(2.16)
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Fig. 2. 4 Required C/N characteristics.
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ただし，

　　　Ｚ：ピット周期で正規化した帯域制限前のC/N（dB）

　　　BT : ピット周期と3dBフィルタ帯域幅の積

　　　1

F(u)= - erfc

　　　2

　　　　　2

erfc(u) =　＝

［（

Ｘ

一
　
一

　
２
　
ｎ
　
１
　
４

-

π

○Ｏ

Ｕ

４

ｕ］

exp（-ｒ2）dｒ

(2.17)

(2.18)

である．ここで，図2.3において，トランスポンダを線形増幅器と見なし，雑音がトラン

スポンダ受信部と地球局受信部で発生される白色ガウス雑音であることを想定すると，仝

帯域幅BTは

BTu BTd

垣丁てＦ戸
全C/N　Zt (dB)は，

　　　Zt＝し10 log( BT。10

で与えられる。ただし，

Ｘ

ｙ

・
一

　
Ｕ
ＴＤ
Ｕ

・
一

　
ｄ
ＴＤ
Ｕ

｝
一

一
一

(2.19)

-

１０

　　　　一一

＋BT a 10　　1o ）

ピット周期で正規化した上り回線C/N (dB)

ビット周期で正規化した下り回線C/N（dB）

ビット周期と上り回線3dBフィルタ帯域幅の積

ピット周期と下り回線3dBフィルタ帯域幅の積

(2.20)

である．

　一般的な衛星回線諸元に従って．

　　　　BT。＞＞　BTd　＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2.21)

を想定すると，Ｂ ＥＲ１０“‘4，10-６に対する所要C/N特性として，式(2.16)～(2.21)より図

2.4における破線(非再生中継の場合)が得られる. C C I Rではディジタル伝送の不稼

動状態がＢ Ｅ Ｒ１０'3以上と定義されており，ある程度マージンを見込んだ値として，基準

とするスレッショルドＢＥＲを10-V 10-"と考えることとする．

１０



●

２。３．２　降雨マージンの改善量

　最初に，利得制御を行わない従来の衛星通信方式における降雨マージンについて考える

と，降雨時には，降雨地の上り回線C/N　X3（dB）は，

　　　　　　X3-Xo-α，

降雨地の下り回線C/N　y3(dB)は，

　　　　　y3＝yｏ-β，

となる。前節で述べた３通りの回線状態を考えると，降雨マージンは

士
Mu ~ Xo ~ Xa

Hd = yo － ｙ３

となる．ただし，

　　　　Pth = g(X3, yo)=g(Xo, ya)

である．

と

(2. 22)

(2. 23)

(2.24)

(2.25)

次に，準ミリ波帯(30/20GHZ帯）の回線設計例を表2.1に示す．表2.1に従って，

　
６
　
９

　
Ｊ
心
　
４

　
ｏ

o

土

し，パラメータとして，

士
ｎ＝４

Ｐｔｈ＝１０－６

W,=W2=1

(2. 26)

(2. 27)

を仮定すると，式(2.13)よりM。，Ma及びM。＋Miを．図2.5に示すようにＸの関数と

して表すことができる．式(2.15)に従って，M。十Maが最大となる点を求めると，Ｘ＝

10. 9(dB), Mu =16. 6(dB). Md =9. 8(dB)である．この時，式(2.14). (2.16)よりＹ＝

5.0(dB)であり，式(2.3)～(2.6)を用いると, V P Cの結合度は降雨地に対して-0.3

(dB)，非降雨地に対しては-16. 9(dB) . V P Dの結合度は降雨地に対して-1. 2(dB).非降

雨地に対して-11.0(dB)である．一方，利得制御を行わない場合は式(2.24)より，

口



表2.1　準ミリ波帯回線諸元例

地球局　e. i.r.p.
　　　地球局アンテナ11.5inφ
　□送信電力　　　300 W　コ

上り伝搬損失
衛星アンテナ利得
衛星受信雑音密度

　93 dBW

213 dB
　35 dB

-191 dBW/Hz

上りＣ／Ｎ（雑音帯域幅lOOHHz) 26 dB

衛星　e. i.r.p.
　　　衛星アンテナ　1mφ
　□送信電力　　3W　コ

下り伝搬損失
地球局アンテナ利得
地球局受信雑音密度

　40 dBW

210 dB

　66 dB

-203 dBW/Hz

下りＣ／Ｎ（雑音帯域幅lOOHHz) 19 dB

3０

　
2
0

(
ａ
ｐ
)
　
ｕ
ｉ
ｂ
Ｊ
Ｄ
Ｅ
ｕ
ｍ
ｙ

10

０

０　　　　　　　５　　　　　　　１０

　　　　　　　χ(dB)

図2.5　降雨マージン特性（非再生中継）
Fig.2.5 Rain margin characteristics
　　　　(non-regeneration).
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●

Mu =13. 6(dB). Md =7. 3(dB)であり，利得制御による効果は，上り回線に対して3.0

　(dB) .下り回線に対して2, 5(dB)となる．

２。４　再生中継を併用した場合の効果

　一般にディジタル中継回線において再生中継を行うと雑音等の累積が妨げられ，回線全

体として所要Ｃ／Ｎの改善が行われるため，衛星通信においても再生中継の提案がなされ

ている（9）｡しかしながら，準ミリ波帯のように高い周波数帯では降雨に対して大きなマ

ージンが配分されるため非降雨時の改善はほとんど意味がなく，降雨時の改善効果が問題

となるが，降雨時に上り又は下り回線のみが劣化するような衛星回線においては再生中継

による効果はほとんど期待できないことになる。一方，アンテナ利得制御を行うと降雨時

においても上り回線と下り回線のＣ／Ｎの均衝が保たれるため，再生中継を効果的に作用

させることができる。本節ではこの点について検討を行う．

　ＰＣＭ信号が衛星上で再生中継される場合，式(2.16)を用いると，衛星回線全体の誤り

率は次の通りとなる｡

　　　Ｐ。(x,,BT。）｛1－Ｐ。（yh BTd　）｝

　　　　　　　十Ｐ。（yh BTd　）｛1－Ｐ。（xh BT。 ）｝

式(2.28)において，

　　BT。= BTd = 1

(2.28)

(2.29〉

を仮定すると，Ｂ ＥＲ１０-4，10°ｓに対する所要Ｃ／Ｎ特性として図2.4の実線(再生中継

の場合)が求まる。前節同様に表2.1の回線設計例を採用し，式(2.26). (2.27)を仮定す

ると，式(2.13)よりＭ。，Ｍｊ及びＭ。十Ｍａを，図2.6に示すようにＸの関数として表

すことができる。式(2.15)に従って，Ｍ。十Ｍａが最大となる点を求めると. X = 14. 1

(dB), M。= 19. 9(dB), Md =12. 6(dB)である。この時，式(2.14), (2.28)よりＹ＝

7. 3(dB)であり，式(2.3)～(2.6)を用いると. V P Cの結合度は非降雨地に対して

- 20. l(dB).降雨地に対して－0.1(dB)，ＶＰＤの結合度は非降雨地に対して-13. 3(dB).

降雨地に対して-OL7(dB)である。一方，利得制御を行わない場合は，式(2.24〉よりＭ。＝

14.5(dB). Md =7.5 (dB)であり，利得制御による効果は，上り回線に対して5.4(dB).

下り回線に対して5. l(dB)となる。
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図2.6　降雨マージン特性（再生中継）

Fig. 2. 6 Rain .margin characteristics
　　　　(regeneration).

アンテナ利得制御によるＣ／Ｎ改善量
　（括弧内は利得制御をしない場合）

15

ホーン数 再生中継

C / N　改善量（ｄＢ）

Pth= 10-" Pth= 10-"

上り 下り 上り 下り

４
なし 3.1 ( 0) 2.6 ( 0) 3.0 ( 0) 2.5 (　O）

あり 6.0 (0.5) 5.4 (0.1) 6.3 (0.9) 5.3 (0.2)

８
なし 6.1 (　0） 5.5 ( 0) 5.9 ( 0) 5.5 ( 0)

あり 9.0 (0.5) 8.2 (0.1) 9.5 (0.9) 8.2 (0.2)

１４
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　アンテナ利得制御を行わない従来の非再生中継の場合を基準として各方式の降雨マージ

ン改善量を計算した結果を表2.2に示す。木表は，アンテナ利得制御により等価的に降雨

マージンの増加が可能であることを示している。

２．５　2 0 G H z帯可変電力分割器

　アンテナ利得制御を実現する上で，ＶＰＣ／ＶＰＤがーつの重要な要素技術である．こ

こでは. 20GHZ帯ＶＰＤの特性について実験結果を述べる．

2.5.1　2 0 G H z帯可変電力分割器（ＶＰＤ）の原理

　搭載用のＶＰＤとしては次のような条件が要求される.

　　（1）軽量，小型，低消費電力

　　（2）耐環境性

　　（3）低挿入損

　　（４）遠隔制御性．

　また，従来用いられているＶＰＤの原理を大別すると次のようになる.

　　（1）フェライトを使用したもの

　　（2）ダイオードを使用したもの

　　（3）機械的に制御するもの．

　表2.3に従来のＶＰＤ（スイッチを含む）の特性を示す．ダイオードを使用した場合，

常時電流を流しておく必要があるが高速応答性にすぐれている．機械式は広帯域，低損失

等すぐれた特徴を有するが，信頼性，応答性に問題がある．フェライト移相器を用いた移

相量可変形ＶＰＤは高い周波数帯でもかなり良好な特性を有しており，本目的に最も適す

ると考えられる．

　フェライトを用いた代表的な回路檎成を図2.7に示す．本回路はマジックＴのような同

相で分割を行なうハイブリッド結合器と通路差形方向性結合器のように90°の位相差をも

たせて分割を行なうハイブリッド結合器の間にラッチングフェライト移相器を挿入したも

のである(I S)

　マジックＴのＳ行列は，

１５



表２．３　ＶＰＤの種類

移相量可変形 方向性

結合器形

偏波

回転形
機械式

ダイオード
　移相器

フェライト
　移相器

原　　理 才- ２一匹〕ご
　　　→

　ん

　ダ゛
／ ≪

駆動方式 定常電流 ノヽ<!Jレス ノヽeノレス 定常電流 ノヽeノレス

重　量

　　　(g)

(300～400) 340 (100以下) 227 214.5*

比帯域

　　　(%)
10 10 ８ (10以上) (10以上)

挿入損失
　　　(dB)

0.5～2.0 0.3 0.6以下 0.25 0.1

応答性
　　(μsec)

10-'～10 0.1～30 (0.1～20) (0.1～20) (103～)

消費電力 0.1～5W 20～500J 300J 0.5W （数W）

周波数帯
　　(GHz)

VHF～

Xバンド

7.25～7.75 5.5～6.0 7.25～7.75 11.7～12.5

備　　考
ダイオード
移相器の特
性を記載

機械式スイ

ッチの資料
による。

文　　献 〔10〕 〔10〕

〔11〕
〔12〕
〔13〕

〔11〕 〔14〕

１６

＊：駆動部を含む
（　）内の値は推定値

●



轟

〔s ,　〕＝

上

、厄‾

０ ０ １

０　０　１

１　１　０

１－１　０

3 dB方向性結合器のS行列は，

－⑤

〕 １

．
Ｊ

０

０

」

ｊ

１

０

０

(2.30)

(2.31)

である．また，移相器として挿入損，反射損がＯの理想的な非可逆移相器を仮定すると．

Ｓ行列は，

〔s３〕= exp(j　∂　）lj　o

　　　　　　　　　　　eχP(j 0)

ex;（-j∂）」

(2.32)

となる．式(2.32)における∂は固定移相分，∂は可変移相分である．式(2.30)～(2. 32)を

用いると，各出力電力は入力電力をＰｏと.して，

－ Po
-
　２

　Po

２

位相変化量は，

｛１ － sin (∂１　－∂２　）｝

｛１ － ｓｉｎ（∂２　－∂１　）｝

１７

(2.33)



－ ∂，十∂２　十∂１　＋∂２

　　　　　　２

∂１　十∂２　十∂１　十∂２

２

十

一

一

(2.34)

となる．ただし，∂１，∂２は図2.7における２つの移相器の可変移相分を示し. s , .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　p,　　　　　　　Ｐ２

∂２は固定移相分を示している．式(2.33)を用いて，10 1og一 及び10 log の計算値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Po　　　　　　　Po
を図2.8に示す．∂２－∂１を－90°から＋90゛まで変化させることにより，任意の結合

度で電力分割が可能であることがわかる．

２。５．２　実験結果

　移相器に使用している材料は三菱電機のＬ１系フェライトG-LBで，材料定数は以下の通

りである．

　　　飽和磁化

　　　誘電率

　　　tan 6

:4, 200Gauss

:εΓ　＝14

:3×10-3

キａリー温度:525℃

保磁力

角形比

・
ゆ 2.80e

:0.93

　移相器の形状を図2.9に示す．実験では，移相量が約10° ，30°，50 ’の５種の移相器

を使用した．これらの挿入損失及び移相量について, 18.5, 19.0. 19.5 GHzにおいて測定

した例を表2.4に示す．さらにこれらの移相器を使用してＶＰＤを構成し，その電力分割

比を測定した例を図2.10. 2.11に示す．また. 19. 5GHzにおける値に関して図2.7の計算

値との比較を表2.5に示す．

　以上の検討により，フェライトを用いたＶＰＤが広帯域にわたってほぼ原理通りに電力

分割を行うことを確認した．

１８

４



噛

６

１ ＋９１

ﾄMc】glc T →勁乱＋10雛然叩

図2.7　可変電力分割器の構成

Fig. 2. 7 Variable power divider configuration.
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表2.4　移相器の特性

移相器番号 移相設計値（度） 移相値（度） 挿入損失（ｄＢ）

１ 10 (L=linin) 8.2～9.5 0.11～0.18

２ 10（　〃） 8.6～9.3 0.16～0.18

３ 30 (L=3inin)` 　30.5～31.6 0.25～0.27

４． 30（　〃） 32.5～33.5 0.26～0.31

５ 50 (L=5inm) 47.5～47.7 0.20～0.32

１
　
　
Ｋ
＼

m

　
一
　
　
一
　
　
　
一

　
(
Ｑ
Ｐ
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4J
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表２．５　ＶＰＤの特性

移相値（度） 出　力( d B )

Ａ Ｂ
計　算　値 実　験　値

出力１ 出力２ 出力１ 出力２

０ ０ 3.0 1 3.0 1 ３．２ ３．６

３０ ０ 1.2 5 6.0 2 1.7 ７．１

０ ３０ 6. 0 2 1.2 5 ６．９ １．７

０ ０ 3.0 1 3.0 1 ３．５ ４．１

４０ ０ 0.8 4 7.4 8 １．４ ９．２

０ ４０ 7.4 8 0.8 4 ７．４ １．７
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２．６　第２章のまとめ

　降雨に応じて搭載アンテナの利得を制御する方式を新たに考案し，検討を行った．主な

検討結果は次のとおりである.

　（1）アンテナ利得を制御するためのＶＰＣ／ＶＰＤの制御則として，上り，下りの降雨

　　マージンの和を最大とする方法を採用した場合の降雨マージンの改善量を明らかにし

　　た．たとえば４ホーンのアンテナを想定すると改善量は上り回線に対して3. OdB.下

　　り回線に対して2.5dBである.

　（2）再生中継との併用により，相乗効果が得られることを明らかにした．従来の方式に

　　再生中継を適用してもほとんど改善は得られないが，たとえば，本章で述べた４ホー

　　ンのアンテナを想定すると，改善量は上り回線に対して5. 4dB.下り回線に対して

　　5. ldBである．これは非再生中継に比べて，上り，下り各回線に対して約2. 5dBの改

　　善となる.

　（3）ラッチングフェライト移相器を使用することにより. 20GHZ帯で広帯域低挿入損失

　　の可変電力分割器の実現性を確認した．

　以上により，アンテナ利得制御が準ミリ波帯における降雨による不稼働率を改善する上

で１つの有望な方式であることを明らかにした．本検討に基いて，４ホーンマルチホーン

アンテナの実験が行われた結果，原理通りにアンテナ利得の制御が可能であることが確認

されている(I G)
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第３章　マルチビーム通信用多端子結合形回路網

３．１　緒言

　通信衛星におけるマルチビームアンテナの適用は，衛星のe. i.r.p.及びG/Tを向上させ，

伝送特性及び降雨等による不稼働率の改善に大きな効果を有しており，さらには割当周波

数の再利用を可能とするため，周波数有効利用の面でも有利である．通信衛星に対してス

ポットビームアンテナを適用するためには，新たに，各ビームの間を相互に切替接続する

ための手段を講じる必要がある．相互接続を実現するためには，アンテナと送受信機間で

切替を行うか，あるいはトランスポンダ内で送受信機関の切替を行う必要があり，これを．

　(1) R F切替方式

　(2) I F切替方式

と呼ぶこととする．ＲＦ切替方式は，トランスポンダ受信部前段及びトランスポンダ高出

力増幅部後段にＲＦスイッチを使用するものである(I T)この方式は，切替系が複雑にな

るに従って，その電力損失が衛星のe, i.r.p.及びG/Tを低下させるという問題点を有して

いる．一方，ＩＦ切替方式は，各ビームに対応した受信器・送信器間をＩＦ段に設置した

マトリクススイッチにより相互接続するものである（ls･ 19)この方式は，各ビームにト

ランズポジダを固定的に対応させるため，スポットピーム間で通信需要に不均衝がある場

合に，トランスポンダの空き時間が発生するという難点を有している．そこで，これらの

欠点を克服する手段が各種考案された．

　一つは√ＲＦ切替方式の考え方からのアプローチで，能動形フェーズドアレーアンテナ

を使用してスポットエリアを時分割で高速ビーム走査する方法である（2°）.これは，送信

出力が直接放射されるため電力損失が少なく，かつ多数のアレイ素子でビームを形成する

ためアレイ素子の故障の影響が少ないという特長を有している．しかし．本方式はフェー

ズドアレーアンテナを構成する素子数が増大し，給電系を含むアンテナの構成が非常に複

雑になる･という欠点を有している．そこで，本章では，アンテナの檎成をあまり複雑にす

るこ･となく，ビーム走査と等価の機能を実現するための衛星中継系の構成として．多端子

結合形ビーム切替回路網（ＢＳＮ）の適用を提案する(2 I)ここで取り上げる多端子結合

形ＢＳＮは，多端子方向性結合器( M D C ) .高速移相器，電力増幅素子及び電力分割器
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（または電力合成器）より構成され，低レペルでの１ピットまたは２ピットという単純な

位相制御により，効率のよいビーム切替及びビーム合成を実現するものである．本B S N

を実現する上で重要な機能を有するＭＤＣは，複数個のハイブリッド結合器を用いて構成

したもので，従来，フェーズドアレーを用いたマルチピームアンテナヘの適用を目的とし

たバトラーマトリクスに関連して検討された例（”）はあるが，本章が目的とする高速ビー

ム切替及び合成回路として検討された例はない．

　次は，ＩＦ切替方式の考え方からのアプローチで，マルチビームを共通増幅する送信系

の適用である．すなわち，マルチビームの全ビームを共通増幅するデバイスを実現するこ

とができれば，ＩＦ切替の時点で出力のないビーム電力を他の出力ビームに融通すること

が等価的に可能となり，トランスポンダ電力の効率的利用が可能となる．これを実現する

方法は，ＲＦ切替方式のアナロジーとして，一次放射系をマルチホーンとした能動形空間

給電アレーアンテナと多端子結合形ビーム共通増幅回路網（ＢＣＮ）を考えることができ

る(23> 24,2S,2S)この内，多端子結合形ＢＣＮは，２組のＭＤＣと各ＭＤＣの入出力端

子間に接続する電力増幅素子より構成され，簡易な構成の下に能動形空間給電アレーりふン

テナと同様の機能を発揮することができる．

　本章では. 3.2節において，搭載アンテナピーム切替の概念及び切替系の構成法を明ら

かにする．次に. 3.3節において搭載アンテナピーム切替に適用するための多端子結合形

ビーム切替回路網を提案し．その構成及び動作原理を明らかにする. 3.4節においては，

試作した８出力多端子結合形ビーム切替回路の特性を明らかにする．また. 3.5節におい

ては．多端子結合形ビーム共通増幅回路網を提案し，その構成及び動作原理を明らかにす

る. 3.6節においては，試作した８出力多端子結合形ビーム共通増幅回路の特性を明らか

にする．

３．２　搭載アンテナピーム切替系の構成

　マルチビームアンテナを搭載した通信衛星においては，各ビーム間を相互接続する必要

があり，時分割で切替接続する方法としては，原理的に３通りに分類することができる．

この３つの方法を図3.1に示す. (a)のＩＦ切替方式はＮＸＮのマトリクススイッチを使用
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◇

(a) I F切替方式

（b）1ビームＲＦ切替方式

　　　　　　（c）複数ビームＲＦ切替方式

図3.1　ビーム間相互接続方法の分類

Fig. 3.1 Category of inter beam-connect ion methods.

表3.1　マルチピーム衛星切替方式の比較

切替回路の

接点数

トランスポンダの

　　　合数

トランスポンダの

　　使用率

地球局の

使用率

I‘F切替 Ｎ２ Ｎ 小 大

１ビームＲＦ切替 ２Ｎ １ 大 小

複数ビームＲＦ切替 2 M N Ｍ（くＮ） 中 中
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し，受信部及び送信部の中間部でトランスポンダの切替接続を行うものである．㈲は受信

部の前段及び送信部の後段にスイッチを用いてビームの切替接続を行うもので，前節で述

べたフェーズドアレーアンテナを使用した方式が該当する.(ｃ)は受信部の前段及び送信部

の後段にＮＸＭ及びＭＸＮのマトリクススイッチを用いてビーム・トランスポンダ間の切

替接続を行うものである(27).(b)は(c)においてＭ＝１とした場合と考えることもでき

る．各方式の特徴は表3.1のように示すことができる．切替回路の接点数，トランスポン

ダ台数は重量，信頼性と密接な関係があり少ない程良いと考えられるが，トランスポンダ

台数が少なくなると１台当たりの伝送容量を大きくする必要があるため，特に(b)は制約

が大きい．また，表3.1の評価項目の中でビーム間のトラヒックに不均衝があった場合の

トランスポンダ及び地球局の使用率は各方式の特徴を最も端的に示すものである．すなわ

ち. (b)は１本のトランスポンダを原理的には100％使用できるのに対して. (a)は最大トラ

ヒックのビームによって制限され，最大トラヒックのビーム方向のトランスポンダ以外は

　100％使用することが不可能となる.(ｃ)は(ａ)と(b)の中間の性質を有している．これについ

て下記に数式による取扱いを示す．最初に，次のトラヒック行列を導入する．

Ｄ＝

ぐ
ｄ

ｄ

目

２１

ｄ １２　…　ｄ ，ｓ

ｄ ２２　…　ｄ ２ｗ

d Ni　ｄ。２　…　d NN

ここで．要素dl』

う

(3.1)

はｉ番目のビームからｊ番目のビームに伝送されるトラヒック量を示し

ている．ここで，各要素の和を次のように定義する．

土
　　　　　Ｎ

R j　＝Σdij　Ｓ１　＝

　　　　　i-I

　　　　　　Ｎ　　　　　Ｎ

Ｔ＝ΣRj　＝Σs,

ｊ・１ １－１

　Ｎ

Σｄ

ｊ－１

１ｊ

(3.2)

Ｒ』はｊ番目のビームに伝送される全トラヒック，ｓ，はｉ番目のビームから伝送される

全トラヒックである．Ｔ。１。を最も効率的なスイッチスケジａ－リングで全トラヒックを

伝送するために必要なフレーム長であると定義すると，各方式に対してＴ。i。は次のよう

に表わすことができる。
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(ａ)に対してぱ'ｓ)，

　　Ｔ。i≫ = Td =tiiax(R 1　. Si　)

(ｂ)に対しては，

　　Ｔ ●１ａ　‾Ｔ・

(ｃ)に対しては，

Ｔ。1 n　°max

ぐ

R 1　. S 1

一
９

i = 1 .……，Ｎ

ｼ)＝max(Ｔ。，ﾐ･
; i = 1 .……，Ｎ

(3.3)

(3.4)

となる．

　式(3.3) . (3.4 )で定義される最小フレーム長を用いると，トランスポンダと地球局

の使用率刀ｔ　. Tl2は次のように定義できる．

　　　　　Ｔ

η１　’一一一一一一･、刃２°

　　　　ＭＴ。ｈ、

Ｔ

ＮＴ。ｈ、

(3.5)

V ＼. V ２ がビーム数Ｍによってどのように影響を受けるかを図3.2に示す．

　次にＮＸＭの切替接続回路の構成について述べる．入力側と出力側は対称であるので出

力側について述べる．図3.3に２つの構成例を示す. (a)は完全非閉そくの接続を実現して

いるものであり. (b)は各入力の接続方向に制限を設けたものである(21).(b)は構成が単純

であるが，どのトランスポンダの故障も許されないのに対して. (a)は構成が複雑になって

いるが，いくつかのトランスポンダが故障したとしても特定の方向に対する接続が不可と

なることはない. (a)と(b)との中間的な檎成を図3. 4 (a), (b)に示す．それぞれ，各出力方向

に対して２台のトランスポンダを接続することを可能としている．各檎成について，回路

構成の複雑さ，トランスポンダと地球局の使用率，各トランスポンダの故障の影響度の観

点から比較を行うと，表3.2のようになる．次節において，これらの中継系を実現するハ

ードウェアの提案を行う．

C
Ｏ

Ｃ
Ｏ

．３　多端子結合形ビーム切替回路網

.3.1　多端子方向性結合器（ＭＤＣ）

本論文で取り上げるＭＤＣは，入力端子数，出力端子数ともＭで．任意の入力端子から
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表3.2　ビーム切替系構成法の比較

切替系マトリクス

の接点数

全トラヒックを伝送する

のに必要なフレーム長

各トランスポンダの

故障の影響度

図3 . 3 ( a ) 2 M N 　　　　　　　　　　Ｔmax ( Td. )
　　　　　　　　　　Ｍ

1 - R"

図3 . 3 ( b ) 2 L M Ｔ，１ Ｒ“

図3 . 4 ( a ) 4 L M max ( T D, T。２）

　　　　　　　　　　　　　　Ｍ

　　　　　　　　　　　　　　２（２Ｒ－Ｒ２　）

図3 . 4 ( b ) 4 L M Ｔ，３ Ｒχ

Tdi = ｍａｘ「S^R 1

　　　」

Σ

　Ｌ

Ｔ”゜max ( - S R 1 ’

s ,　）

１

－Σs,　）

２ ２１‘

・Ｔ。sについては，シミュレーションにより

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ　　　　Ｔ。１≧Td2≧Ｔ，３≧max ( Td, )
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍ
を確認しているが未証明である｡

・ＲＸ＝:g｛K。p “’ (゙1-p) " }

　Ko=l　. K, = H

　K●゜1見｛（M‾21゛2-i)集-2+1 C a-2 } ; n≧２
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の入力が，常に出力端子にＬ等分されるような受動素子である．これまで. M = 2皿・３’

( m, nはＯ以上の整数)の場合について構成例が報告されている(22)本論文では，実用

としての観点からＭ＝２凰の場合に限って述べることとする．図3. 5 (a)にＭ＝２すなわち

４端子の場合，図3.5 (b)にＭ＝４すなわち８端子の場合の構成例を示す．ハイブリッド結

合器(ＨＹＢ)としては，方向性結合器等の90* H Y B .マジックＴ等の180* H ＹＢを

使用することができる．図3. 5 (a), (b)の下方に示した図は，表示を簡単化するために，結

合の生じている部分を縦実線で示したものである．本表示における端子間の位相関係は，

９０°ＨＹＢに対して図3. 6 (a). 180 ･ H Y Bに対して図3.6 (b)のように定義する．本表示

を用いると．一般に. M = 2"の場合に対して. M D Cの構成は，図3.7に示すように１

段目(1 st stage)は隣接間，２段目(2 nd stage)は１つ飛ばし，３段目(3 rd stage)は３

つ飛ばし，ｉ段目は(2 1-._1 )飛ばしで結合させることにより構成することができる．

この時，必要とされるＨＹＢの数ａ,4は，

　　　　a M　°ｍ２皿’１

である．

(3.6)

　次に，図3.7に示したＭＤＣにおける入力側ｈ端子の入力電圧Ｅxｈと出力側ｋ端子の出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（●）力電圧Ｅｏｌの関係をTransfer行列｛Ｔ。h; h = 0 .…. 2"- 1 . k = 0 .…，２‘－１｝

を用いて，

　　　　　　　　　（●）　　　　Eoi.= T。ｈ　Ｅχｈ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.7)

と表わすこととする。この時. M D Cを９０°ＨＹＢで構成すると, m = 1に対しては，９０

ＨＹＢの特性として，

　　（１）

Ｔ
kh ―

１
１

Ｔ
ｊ

ｈ＝ｋ

-；ｈ≠k(h=0.1.k=0.1)
,斥‾

ｍ＝２に対しては，

３２

(3.8)
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Inpu↑　　　　　　　　　　　　　　　Output

Input　　　　　　　　　　　Ｏu↑put

二三
(a) 4 ｐｏr↑s

Inpu↑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Output

　(b) 8 ｐｏr↑ｓ

図３．５　ＭＤＣの構成

Fig. 3. 5 MDC configuration.
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(3.9)

となる．ここで. h . kを２進数表示，すなわち，０または１のみをとるｒ，及びｓ，を

用いて，

h = r 0 + r I　２十ｒ２　２２　十…

k = s 0十ｓ，２十ｓ２　２２十…

ま

と表示すると，式(3.8). (3.9)は次のように表示することができる．

　　（１）

Ｔ
kh ―
０
　

Ｉ
万

　　（２）　１

Ｔ kh = ―eχｐ

　　　　　２

Ｌ

こｒｏ①Ｓ。］

2

に（ｒ，①ｓ，十r

1
cs
1 )］

　２

ただし，①は排他的論理和を示し．

　　　　　　　　0 ; r = s
　　　rcs =で

　　　　　　　　１；ｒ≠Ｓ

である．式(3.11). (3.12)は，図3.7に示すＭ＝２・に対して．

　　(●)

T kh ―

～
Ｌ

ｌ
ｙ

　t: -.1

ｊ-Σ　Γ1 cS 1

　２ｉ-０

　　　　　　　( h = 0 . 1 .…. 2-- 1

となることが証明される．（付録Ｂ）．

k = 0 . 1 .…. 2-- 1 )

同様に. M D Cを180°Ｈ ＹＢで構成した場合に対しては，

３５

(3.10)

(3.11)

(3.12)

(3.13)

(3.14)



　（●）　　1

T ､lh＝-ｅχp

　　　　､[u

　
　
π

　
　
Ｉ
Ｊ

Γ
レ
レ
Ｌ

●-１　　　　　＿

Σ　Γ１∧S 1
ｌ－０

］

　　　　　　　( h = 0 . 1 .…. 2"- 1 . k = 0 . 1 .…. 2-- 1 )

と表示することができる．ただし，．Ａは論理積，－は否定を示す．

(3.15)

3.3.2　多端子結合形ビーム切替回線網（ＢＳＮ）

　図3.8に多端子結合形ＢＳＮの構成を示す．電力分割器（ＰＤ）とＭＤＣの間に移相器

（ＰＳ）と電力増幅素子（Amp）を接続したものを並列に接続している. Inputからの信

号は一旦ＰＤで分割された後. P S . Ampを経由し. M D Cで再び結合されOutputに出力

される．同図は，通信衛星等のトランスポンダ送信側に適用するための構成を示す．受信

側に適用するためには，対称の構成を考えることにより可能である．図3.8中のＰＤとし

て，図3.9に示すＭＤＣの入力側Ｏ端子を入力端子としたものを用いるとすると.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（●）Transfer係数はＭＤＣのTransfer係数を用いてＴｈｏと表わすことができる．さらに，各移

相器は移1日量が∂．，…，∂ｘ.，で損失がなく，各電力増幅素子は電圧利得がＡｏ，…，

ＡＸ.lで位相変化なしと仮定すると，入力電圧ＥＩに対して，ｋ端子における出力電圧は

次のように表される．

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍ-1　（●）　（●）
　　　　　　EOk ― El　Σ　Tkh　T hO　Ah exp ( j∂ｈ）

　　　－　　　　　　　　ｈ･0

ここで，各電力増幅素子の電圧利得がすべてＡであるとすると，出力電力P I，は

Ｅ°｀１２∠　2
M-l (>) (a)

Pk　＝

２Ｒ

゜ＰＩ・ＡＩΣ　T kh T hO　exp ( j∂ｌ･）□

２

(3.16)

(3.17)

となる．ただし，PI。は入力電力(ＥＸ ／２Ｒ)を示す．

　以下では，ＰＤ及びＭＤＣを９０’ＨＹＢで構成した場合について考えることとする．

式(3.14)を式(3.･17)に代入すると，

ＰＩ＝

Ｐ
同一Ｉ

Σ　　ｅχｐ

ｈ－０

Γ
ト
Ｌ jTy.，い｀１①S i ゛１’１）゛ｊ ゛｀

］

３６

２

(3.18)

●

１．Ａ

-

Ｍ２

となる．ここで，式(3.18 )の指数部中の値を，
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　　　E ( h . k ) =Σ（ｒｌ①ｓｌ十ｒｌ）

のようにE ( h . k )で定義する．

(3.19)

　最初に．出力電力を１出力端子に集中させることを考える. ( k, )出力端子に出力電

力を集中させるためには，

　　　Pkl= P lnA

となる必要がある．すなわち，式(3.18)よりｋｌに対して，

Ｍ－１

Σ　exp

ｈ・０

Γ
ト
Ｌ

　π

卜一E ( h , k ,　）十ｊ∂ｈ
　２

となる必要がある．一方，指数関数の性質により，

Ｍ－１

Σ　exp

ｈ－０

″
一
２

Γ
ト
ト
Ｌ

E ( h . k ) + j∂ｈ

］

＝Ｍ

≦Ｍ

(3.20)

(3.21)

(3.22)

であるから，式(3.21)の条件を満足するためには，ｋｌに対応する{Si}及び任意のｈ

に対応する{ r i }に対して，式(3.21)左辺中のＭ個の指数関数

exp
［にE

( h . k , )十ｊ∂ｈ
　　２

］

(3.23)

が，すべて同位相となることが必要十分条件である．そこで，出力電力を(k.)出力端

子に集中させるための∂ｈを∂h (k.)で示し，

π

　　　∂ｈ（ｋｌ　）　こ=一一

　　　　　　　　　　　２

ただし，ξ（ｋｌ　）はｋ

ξ（ｋｌ　）＝

圭

とすると，式(3.23)は

exp

Γ
卜
Ｌ

［ξ（ｋｌ　)

- E ( h . k ,　）

１ こ対応する｛ｓｌ｝に対して，

一
～

一
！

●-１

Σ　Ｓ１　：　偶　数

1-0

鳥-１

Σ　S 1　：　奇　数

1-0

　π

ｊ－ξ（ｋｌ　）

　２

３８

(3.24)

(3.25)

(3.26)



令

となり．任意のｈに対して同位相となる．一方．式(3.24)で与えられる∂h ( k, )は常

にπの整数倍となっていることを証明することができる（付録Ｃ）．従って，0。πの１

ピット移相器により，出力電力を１出力端子に集中させることができる．１例として，

M =16の場合について，

　　　　・　２

　　　∂ｈ　＝－∂ｈ（ｋｌ　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.27)

　　　　　　　π

の計算結果を表3.3に示す．ただし．０≦∂h ( k , )く2 zz･となるように．モジj. n 4

で示した．表3.3は，ビーム切替を０，πの１ピット移相器で実現している．

　次に，本ＢＳＮをビーム合成回路，すなわち．２または４の出力端子から同時出力させ

る場合を考える．まず. (k , . kj )出力端子に等しく出力する場合の各移相器の移相

量∂ｈ（ｋ，．ｋ２）について述べる. (k , . k, )出力端子に等しく出力するという

ことは．

　　　　　　　　　Pi≫A
Ｐ k I こＰｋ２こ

すなわち. k,

Ｍ－１

Σ　exp

ｈ－０

ｋ

(3. 28)

．
Ｊ

　　　　Ｍ

こ　=　；　　k＝ｋ。k2　　(3.29)
　　　万

３９

″
一
２

レ

　２

２に対して，式(3.18). (3.19)より，

E ( h . k )十

となることが必要十分条件である．これは．Ｍ個の指数関数式(3. 23)のうち. H/2個が

同位相，他のＭ／２個がこれと直交する同位相をとることにより実現できる．本条件を満

足する

　　　　　・　　２

　　　　∂ｈ　＝－∂ｈ（ｋｌ　，ｋ２　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3. 30)

　　　　　　　π

は，経験的に得られたアルゴリズム（付録Ｄ）より. M = 16に対して，表3.4のように求

めることができる．ここで. k I . k 2に固有の定数η（ｋｌ），η（ｋ２）を用いると，

表3. 3. 3. 4の各値は，
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表3.3　　1ビーム出力のための位相設定値∂ｈ

　　　　　　　移相器番号（h）

４０
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表3.4　　2ビーム出力のための位相設定値∂’ｈ

　　　　　位相器番号（h）

表3.5　　4ビーム出力のための位相設定値∂;，

　　　　　移相器番号（h）

４１



∂h ( k ,　，ｋ２　) = arg

圭 　ｊ［∂h ( k ,　）十η（ｋｌ　）］
ｅ

十ｅ

ｊ［∂ｈ（ｋ２　）十η（ｋ２　）］ ま

(3.31)

を満足している．

　次に, (ki.kj.ks.k*)出力端子に等しく出力する場合の各移相器の移相量

∂ｈ（ｋｌ　, k 2 . k 3 , k 4 )についても同様に考えることができ. ( k , . k , .

k3 . k4 )出力端子に等しく出力するということは，

　　　　　　　　　　　　　　　　PlnA^

P k 1 ― P kSこＰｋ３こPl.4 =

すなわちI i^ I
>

Ｍ－１
Σ　exp

ｈ・０

Γ
ト
Ｌ

　Ｍ

＝-

　２

(3. 32)

ｅ
Ｉ (3.33)

丁
し

十ｅ

４２

［∂ｈ（ｋｌ　，ｋ２　）十η（ｋｌ　，ｋ２　）］

ま

(3.35)

●

４

k 2 . k 3 . k 4に対して，式(3.18). (3.19)より，

こ
E ( h . k )十ｊ∂ｈ］
２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k = k ,　，ｋ２　. k 3　．ｋ，

となることが必要十分条件である．これは，Ｍ個の指数関数式(3.23)のうち. H/2個が

同位相，他のＭ／２個がＭ／４個毎に逆位相で互いに打ち消し合うことにより実現できる．

本条件を満足する

　　　　　・　　２

　　　　∂ｈ　＝－∂h (k ,　，ｋ２　，ｋ３　，ｋ４　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3. 34)

　　　　　　　π

は，経験的に得られたアルゴリズム（付録Ｄ）より. M = 16に対して，表3.5のように求

めることができる．ここで, ki,k2,k3,k4に固有の定数η( k , , k 2 ) , 1?

(k, . k4 )を用いると，表3.4 . 3.5の各値は，

∂ｈ（ｋｌ　，ｋ２　，ｋ３　，ｋ４　) =arg

［∂h ( k 3　，ｋ４　）十η（ｋ３　，ｋ４　）］

を満足している．

　なお，表3.4の位相設定値に対しては，出力端子が. (2.4).(3.5).(10.12). (11.13)の



Ｓ

場合にπ／２の位相差があり，他の場合は同位相で出力する．表3.5に対しては，出力端

子が. (2. 3. 4. 5.). (10. 11, 12. 13 )の場合. (2.3)と(4.5)の間及び(10.11)と

(12. 13)の間にπ／２の位相差が生じ，他の場合は同位相で出力する．また，表3.4. 3.5

は，ビーム合成を０，π／２，π，３π／２の２ピット移相器で実現している．

3.3.3　多端子結合形ＢＳＮの特徴

　〔ＢＳＮの構成比較〕

　ＢＳＮの回路網としては図3.10に示すように3つの回路形式が考えられる．第１はここ

で提案した多端子結合形ＢＳＮであり，第２は電力増幅器出力側に接続したＲＦ切替器に

よるものであり，第３は能動形フェーズドアレーアンテナによるものである．多端子結合

形ＢＳＮの特徴を示すために，表3.6に各形式の特徴比較を示す．高出力部切替の場合は

動作レベルが高いため高速動作が制限を受けると共に，電力増幅器出力側の電力損失が大

きい．さらに切替器の故障が致命的な影響をもつという欠点を有している．また，能動形

フェーズドアレーアンテナの場合は低サイドロープかつ精密なビーム方向制御を行うため

に素子数及び移相器のピット数を多くする必要があり，重量，制御系の複雑さの点で問題

を有している．一方，多端子結合形ＢＳＮは素子数が比較的少なく，移1日器の動作点が低

く，jかつ電力増幅器出力側の電力損失も比較的小さいという特徴を有している．

　〔故障素子の影響〕’

　故障素子の影響について. M =16のＢＳＮの１ビーム出力，２ビーム出力，４ビーム出

力の各場合について，故障素子による出力状態の変化を図3.11に示す．図3.11は，無故障

の場合（No failure) , 1素子が故障し出力がＯとなる場合( One failure ），2素子が

故障し出力がＯとなる場合(Two failures)を示している．１ビーム出力の場合，１素子

が故障すると，主ビーム出力は〔（Ｍ－１）／Ｍ〕２に減少し．各アイソレーション端子

の出力は（１／Ｍ）２となっている．素子の故障は，主ビーム出力の減少，不要出力の増

加となるが，一定の許容値を満足する範囲内では．システムに対して致命的なものとなら

ないため，信頼性の観点からも有利である．

　〔ビーム合成〕

　２ビーム，４ビームに同時出力した場合は，次の方法によりビーム合成が可能となる．

４３
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（a）多端子結合形Ｂ Ｓ Ｎ

図3.

Fig.
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０

（b）高出力部切替

ＢＳＮの回路構成の分類

（C）能動形フェーズドアレー

10 Category of BSN configuration.

表3.6　ビーム切替回路形式の比較

形　式　　　　　評価項目 ハードウェアの複雑さ 翻ぞな 践琵審 ＲＦ損失

多端子結合形B S N 中 低 中 中

高出力部切替 小 高 大 大

能動形フェーズドアレー 大 低 小 小
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- - -
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- -
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　　　　　　　Fig. 3. 11 BSN output state.
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M = 1 6の場合についてビーム合成の方法を図3.12に示す．図3.12 (a)における円の左肩

の数字は図3.8の出力端子番号に対応している．この時.3.3.2節における複数ビー

ム出力の場合の特徴として示したように，表3.4. 3.5の位相設定を行った場合，出力端

子が. (2.4). (3.5). (10.12). (11.13)の場合にπ／２の位相差があり，他の場合は同位相，

出力端子が. (2. 3. 4. 5,). (10. 11. 12. 13 )の場合. (2.3)と(4.5)の間及び

(10.11)と(12.13)の間にπ／２の位相差が生じる．従って，この位相差を補償するため

に，あらかじめ円内に示す位相を出力側に設定すると，各ビーム出力を常に同相で合成す

ることができる．この時のビームの形状を図3.12(b)に示す．図3.12(b)において，実線はＢ

ＳＮの１ビーム出力により照射する領域で，破線は２ビーム，１点鎖線は４ビーム同時出

力により照射する領域である．このビーム合成により，単一ビームでは十分な利得が得ら

れない領域をもカバーすることができる．

〔ランダム振幅・位相偏差の影響〕

　各Amp, PSにおいて振幅及び位相にランダムな偏差が存在する場合の，主ビーム出力

（Ｄ出力）及びアイソレーション端子の出力（Ｕ出力）について述べる(29)

　式(3.16)において，

　　　　Ah = A ( 1十△。）　　　才j　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3. 36)

　　　　∂ｈ　＝∂ｈ。十∂ｈ

とおき，△h , d hをランダムな統計量として，

　　　　－　　　　－
　　　　△h = 0 .△２ｈ＝△２

　　　･

｛ｊ
＿　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.37)

　　　　∂ｈ＝０，∂２ｈ＝∂２

を満足し，△h . 5 hがそれぞれ互いに独立であると仮定すると，平均出力電力ＰＩは次

のように表わされる。

　
一
一

一
Ｐ

10 10g

PlnA*

（△２十∂２）十（１－∂２）Ｐ。。

（Ｍ－１）∂２－△２

1

1

1

（ｄＢ）

(3.38)

(3.39)

４６
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考

ｊ

｀ i J

u

ｉ

ｌ

ｌ

｜

１

１

１

へ

ｉ

, 卜

恥

Ｍ

ただし，P
i,。は偏差がない場合の出力電力である。式(3.37)より，１ビーム出力の場合，

ＰＩ。Ａ２で規格化した出力は，Ｄ出力に対して，

レ
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Ｕ出力に対して，

　　　　　　　△2十∂２
10 10g

Ｍ

となる．振幅偏差として，

　　　－10 log ( 1 -△２）

位相偏差として，

　　　180
∂ （度）

（ｄＢ）

（ｄＢ）

(3.40)

(3.41)

(3.42)

　　　　711

をパラメータとして計算したＭ＝８の場合のＤ出力，Ｕ出力の値を図3.13に示す．相対的

に，Ｄ出力に対しては位相偏差，Ｕ出力に対しては振幅偏差の影響が大きくなる．

３．４　８出力多端子結合形ビーム切替回路

　20GHZ帯で８出力多端子結合形ビーム切替回路を製作し，その特性の確認を行った(30)

19.45GHZを中心周波数として，Ｍを８とした図3.8の回路を構成した．

3.4.1　個別回路の特性

　使用した８台の電力増幅素子は, MIC化GaAs FET増幅器で，その利得特性，入出力特性

は，図3.14.図3.15の通りで，中心周波数での利得偏差は最大2 dBである．また，中心周

波数における各Amp間の位相偏差は最大14°である．使用した８台のＰＳは，素子として

ビームリード形ＰＩＮダイオードを用いた最大移相量337.5°の４ピットＭＩＣ移相器で，

位相偏差は22.5*以下とすることができる．各ＰＳの挿入損失は. 19.45GHZ±250HHZにお

いて3. 4dB～6. OdBで，代表的な振幅特性は，図3.16のように位相設定値によって最大約

1 dBの偏差を有している. P D , M D Cに対しては，ショートスロット結合導波管ハイブ

リッド結合器を使用している. P D . M D Cの特性は，表3.7の通りで，両者を継続接続

した場合（ＰＤ十ＭＤＣ）の振幅特性として，図3.17に示すように19. 45GHZ±250HHZにお

いて，約0.7dBの挿入損失と27dB以上のアイソレーションが得られた．
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表３．７　P D . M D Cの特性

P D M D C

周波数範囲 １ 9. 4 5土0.5 GHz 1 9. 4 5士0.5 GHz

挿入損失 0. 3 d B以下 0. 3 2 d B以下

結合度偏差 土0. 4 d B以下 土0. 4 d B以下

位相偏差 －９．５゛～６．１° -7. 0°～８．５°
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3.4.2　総合特性

　ＰＤとＭＤＣの間にAmpを接続した場合（ＰＤ十Amp十ＭＤＣ）の振幅特性を図3.18に

示す．各Ampの出力の総和346inWに対して. 295niWの合成出力が得られ，約85％という高

い合成効率を実現することができた．約15％の損失分はＭＤＣの回路損，Ampの振幅偏差，

位相偏差によるもので, Ampの特性及び図3.13から見て妥当な値である．次に．ＰＤとＭ

ＤＣの間にＰＳ及びAmpを接続した場合（ＰＤ十ＰＳ十Amp十ＭＤＣ）の特性について述

べる．表3.8～3.10に従ってＰＳの位相設定を行うことにより，任意の端子に出力させる

ことができ，かつ，２端子または４端子に等出力させることができる．１端子出力の場合

について，入力レベルが異なる場合の振幅特性を図3.19.図3.20に示す．飽和領城におい

て，振幅偏差が大きくなるためＵ出力が若干増加する傾向が見られる．２端子出力，４端

子出力の場合の代表的な振幅特性を図3.21.図3.22に示す．２端子，４端子となるに従っ

てＤ／Ｕ比は減少しているが，等出力端子のレベル差は最大2 dBでかなり小さくすること

ができる．各場合の入出力特性を，図3.23に示す．次に素子故陳の影響を見るため，１台

及び２台のAmpをオフとした場合の振幅特性を図3.24.図3.25に示す．Ｄ出力は，１台故

障で約　0. ldB. 2台故障で･0.3dBめ出力低下を生じている．また，出力端子を切り替えた

時のトランジェントは，図3.26のように約400nsecである．

３ ５

多端子結合形ビーム共通増幅回路網

3.5.1　多端子結合形ビーム'共通増幅回路網(ＢＣＮ)

　多端子結合形ＢＣＮの構成を図3.27に示す．これは，図3.8に示した多端子結合形B S

Ｎにおける入力側ＰＤを出力側と同じＭＤＣで置き換え，かつＰＳを取り除いたもので，

２Ｍ端子のＭＤＣの出力側にＭ個の等利得，等移相のAmpを接続し，その出力に更に２Ｍ

端子のＭＤＣを接続し各Ampの電力合成を可能としたものである．

　図3.27において，入力側ｔ端子の入力電力をｌｔとすると，式(3.17)と同様に出力電力

Ｐk は，

Pk = A≫

Ｍ－１　(>) (■)

Σ　T khT ht

ｈ自０

２

11

となる．こ こで，マトリクス｛Ｕ。s｝を以下のように定義すると，

５１

(3. 43)
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　　移相器番号（ｈ）
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表3.9　位相設定値（ｎ）

　　　移相器番号（ｈ）

表3.10　位相設定値（Ⅲ）

　　　　　移相器番号（ｈ）

　　　　　　　　　Frequency (dBm)

図3. 1 9　PD十ＰＳ十Ａｍｐ十ＭＤＣの振幅特性

Fig. 3. 19 Atnplitude characteristics of PD十PS+Arap十MDC.
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次式が成立する．

Ｍ－１

Σ

ｈ－０

０
　
　
１

　
し

　（●）（●）

TvhT ht= Uut

　ｊ

／

１

０

(3. 44)

(3. 45)

従って，入力電力ｌｔと出力電力Ｐ。との関係は，式(3. 43)より次式で与えられる．

　　　Ｐｋ＝Ａ２ Uut I t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤　　　　　　　　　(3.46)

すなわち，入力電力ｌｔは一旦入力側のＭＤＣでＭ分割され各Ampで増幅された後，出力

側のＭＤＣで再び合成され特定の一出力端子に出力される．

　実際には, Arapの数と入出力端子の数は等しい必要はなく，入出力端子の数はAmpの数

より小さい任意の値とすることができる．入出力端子数が必要より多い場合，必要な端子

だけ用い，他はダミーを接続したとしても不都合は生じない．この場合，後で図3.29に示

すように，２゛個の端子のうち，不要な端子と不要なハイブリッド結合器を省くことも可

能である．

　電力増幅素子の故障の影響，利得・位相における偏差の影響は基本的に3.3.3節に示し

たＢＳＮと同じである．従って，利得20dB程度の電力増幅素子において位相偏差を10 °以

下，利得偏差を1 dB以下にすることは容易であるから．アイソレーション約20dB.合成出

力低下0. 3dB以下の特性は容易に実現できると考えられる．また. M = 8の場合．１個の

故障は，アイソレーションを18. ldBに低下させ，合成出力を1. 2dB低下させる. M =16の

場合，１個の故障は，アイソレーションを24dBとし，合成出力を0. 6dB低下させる．従っ'

て，アイソレーションを重視する場合，電力増幅素子を増やすかもしくは各電力増幅素子

に予備を設け電力増幅素子の故障の影響を小さくする工夫が必要となるであろう．

3.5.2　マルチピーム中継系への適用

　８電力増幅素子８出力端子のＢＣＮを衛星搭載マルチピーム送信系に適用した時の檎成

を図3.28に示す．この図では，図3.27の入力側のハイブリッド結合器を並べかえ，入力側

のＭＤＣと出力側のＭＤＣが対称になるようにしている．このようにすると，図に示すよ

うに２端子プロックを重ねて４端子プロックを構成し，４端子プロックを重ねて８端子回

５７
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路を檎成することができるようになる．即ち，ハードウェアはブロックを設計し．それを

重ねて実現できることがわかる．

　入力側には3.2節で述べたマトリクススイッチを接続することも可能であるが，ここで

は．より効果的な移動体衛星のようなF D M A通信への適用を想定し，入力側は共通のフ

ィーダリンクに接続されているようなシステムを仮定する．入力側には各ビームに対応し

た低電カトランスポンダ( Low Power Transponder)を接続し，出力側はマルチビームアン

テナの各ビームの入力端子に接続する．ここではＢＣＮによって構成した中継系をマルチ

ポートトランスポンダと呼ぶ．すでに述べたように端子の数，即ちビーム数は８より小さ

い任意の数を選ぶことができる．

　マルチピーム中継系へ適用した場合，図に示したように電力増幅素子及び低電カトラン

スポンダは許容された全周波数帯域をカバーするものとする．これは．許容帯城が狭い移

動体衛星通信等の場合妥当な前提である．このようにするとどのビームも０から全送信電

力に対応する最大キャリア数まで送信可能となる．従来の方式では，各ビームにトランス

ポンダが固定的に割当てられていたので，各ピ.－ムの送信可能なキャリア数は割当られた

トランスポンダの能力で固定的に決まり．各ビームのトラヒック分布の変動'に対応するこ

とや，トラヒックが極端に小さいビームを配置することは困難であった．図に示した送信

系を用いればこのようなマルチビーム化の問題点を解決することができるｊ

　電力増幅素子の利得を15dB.全合成出力をlOOWとした場合，任意のビームから全送信

電力を送信できるようにするためには，低電カトランスポンダの出力としては１Ｗが必要

となる．各ビームに収容可能なキャリア数は低電カトランスポンダの低レベルの送信電力

の選択によって決めることができるため，各ピームヘのキャリア数配置を柔軟にできると

同時に，トラヒックの小さいビームを配置しても電力効率の低下は小さくなる．

　図3.29に16電力増幅素子，10出力端子の構成を示す.16出力端子のうち不要な端子と不

要なハイブリッド結合器は省いている.16個の電力増幅素子のうち１個の故障は合成出力

の12％の低下をもたらす．即ち，全収容チャネル数が12％低下するが，特定のビームが通

信不能となることはない．同時にアイソレーションは24dBに低下するが．異なったビーム

で同一周波数スロットを用いることは可能である．素子数が少なくアイソレーションが小

さい場合は，全ビームを周波数共用を考えないいくつかのグループに分けるか，もしくは
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各電力増幅素子に予備素子を設けるなどの工夫が必要となる。固体増幅素子の場合，素子

自体が小さいのでＴＷＴＡの予備とは異なり予備を含めた素子設計により重量の増大をさ

ける工夫も可能である。

３．６　８出力多端子結合形ビーム共通増幅回路

　図3.28に示した８電力増幅素子，８出力端子の檎成について2. 5GHz帯で実験を行った

(23)増幅素子には中心周波数2. 5GHz.小信号利得20dB.出力1.5WのFET増幅器を用い，

ハイブリッド結合器には低損失化のためサスペンデッドトリプレート線路のプランチライ

ン形を用いた．

3.6.1　入出力特性

　図3.30に実験に用いた８個の電力増幅素子の利得，位相偏差を示す．簡単な調整でこの

程度の均―性は容易に実現可能である．

　代表的な電力増幅素子の入出力特性並びに合成出力の出力特性を図3.31に示す．各電力

増幅素子への入力UdBinに対して出力は31.9～32.5dBiii (1.5～1. 8 W ) .位相偏差は

±６°内に分布している．この状態で得られた合成出力は40. 6dBin(U. 5W )であった．

各電力増幅素子の出力の合計は13. 7 Wであり，ほぼ損失0.8dBで合成されたことに相当す

る．この損失は出力側のＭＤＣの損失0. 5dBを含んでいる．

　図3.32に上記動作状態でのアイソレーション特性を示す．参考のため電力増幅素子をす

べて一定の長さの線路で置き換えた時．すなわち. M D Cを縦続接続した時のアイソレー

ション特性を示した．また，電力増幅素子の故障を模擬して電力増幅素子１個の電源を断

にした時の特性を示した．

3.6.2　混変調特性

　ＭＣＮで複数波を１入力端子に加えた時の混変調特性は単一の増幅器の場合と変わらな

い．しかし，異なる入力端子に同時に入力した場合，簡単ではなく，どの出力端子に混変

調波が現れるか明らかにしておかねばならない．３次混変調波については式(3.43)のマト

６１
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リクスの性質からｍ入力端子への入力をｆ。，ｎ入力端子への入力をｆ。とした場合。

２ｆ。－ｆ。はｎ出力端子へ，２ｆ。－ｆ。はｍ出力端子へ出力され，他の出力端子には

出力されないことが証明できる。図3.33は入力端子１と入力端子４に周波数の若干異なる

電力の等しい波f . . f 4を入力し，対応する出力端子のみスペクトラムを測定したもの

である。2 f
1 －ｆ４はｆ４と共に出力端子４へ出力され。２ｆ４

－ｆ１ はｆ，と共に出

力端子１へ出力され，他出力端子へは出力されない。この実験結果は３次混変調波に対す

る上記の性質を示している。

３．７　第３章のまとめ

　マルチビーム方式においてトランスポンダの高い使用効率を維持しつつビーム間の相互

接続を実現する方法について検討を行い新しいビーム切替及びビーム共通増幅を行うため

の多端子結合形回路形式の提案を行った．主な検討結果は次の通りである.

　（1）ビーム間の相互接続を実現する方法についてトランスポンダ及び地球局の使用率と

　　いう観点から整理分類を行い，新たにいくつかの衛星中継系の構成例を示した.

　（2）ビーム切替を行うための新しい回路として，多端子結合形ビーム切替回路網を提案

　　し．その原理及び特徴を明らかにした.

　(3) 20GHZ帯において８端子出力の多端子結合形ビーム切替回路を試作し，出力295inW.

　　合成効率85％，切替速度400nsecを確認した.

　（4）マルチビームの共通増幅を行うための新しい回路として多端子結合形ビーム共通増

　　幅回路網を提案し，その原理及び特徴を明らかにした.

　(5) 2.5GHz帯において８端子出力の多端子結合形ビーム共通増幅回路を試作し，出力

　　11. 5W ，合成効率84％を確認した．
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第４章‘搭載通信機器の冗長方式

４．１　序　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀●

　静止通信衛星においては故障の修復が困難であるため，搭載通信機器に対して高信頼度

が要求される．このため，各コンポーネントめ高信頼度保証を行うと共に，必要な廊分lﾋﾟ

ついては予備を設定することにより故障が発生しても救済できる手段を講じ七いる．搭載

用予備の構成すなわち冗長方式としては，①できるだけ多くの現用機器が共通め予価を共

用できること，②切替・接続回路が単純で重量，電力の損失ができるだけ小Iきいどとト③

切替回路の故障の影響が小さいこと等を満足し，消費電力，重量，信頼度の観点から全体

としての性能を向上させる必要がある．本章では，搭載通信機器特に，トラ･ンスポシダに

適用するための冗長方式について述べる．

　従来，トランスポンダの搭載台数が比較的少い場合の現用機器と予備機器の檎成法につ

いては切替器を用いる方法及び切替器とハイプリッ･ド結合器（ＨＹＢ）を組合わせ名カ法

が用いられてきた．しかしながら. H Y Bを使用すると3dBのー過損失を許容する必要か

あり，一方，切替器についてはＨＹＢ等の受動素子に比べて信頼度が劣っているという問

題点を有している．従って，　ＨＹＢ及び切替器の使用を最小に保ちつつ，予備への妨唇の

　　　ｒ　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　Ｉ　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　¶　　　．ふ/-　　≒自由度を高めた構成が望まれる．そこで，複数の異った搬送波を送受するトラシこでポシダ

に対してフィルタを導入し，従来のものに比べて優れた特性が得られる冗長方式を考案し

た(3 I)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j　べ●.

　しかしながら，トランスポンダの搭載台数が多くなってきた場合，これらの冗長方式で

はなお所要の信頼度達成が困難であるため，さらに予備の共用性の高い冗長方式が望かれ

る．一定数の予備を待機させシステム信頼度を最大限に高める冗長方式としｔ,い理綸的に

は平滑状態待機冗長方式(sliding standby)が知られている（”）．この冗長方式を実際に

実現するためには，機器数が多くなると，それに比例して多数の切替器と繁雑な接続回路

が必要となり実現性に乏しくなる. F. Assalらは通信衛星への適用を目的として，Ｒ形及

びＴ形の４端子切.替器を用いDouble-Ring Redundancy Network の冗長系を構成すること

により系の信頼度を高め得ることを報告している（”）．しかし，本方式ではなお切替器が

複鰭であるという欠点を有している．そこで，最も汎用されている３端子切替器を使用し，

６５



かつ．予備への切替の自由度を著しく高めたホイール状冗長方式を提案した（“･3S)こ

のようなホイール状冗長方式では予備の共用度が高くなっているため，系として残存して

いる場合の数が多くなり，その信頼度を単純に計算することが困難となる．そこで，ホイ

ール状冗長方式の信頼度を計算するため，計算機を用いて系として残存している場合の数

を求めるアルゴリズムを明らかにした(34)

　4.2節においては，比較的少数のトランスポンダに対して適用するための従来の冗長方

式及び新たに考案したフィルタを使用した冗長方式について述べる. 4.3節においては，

３端子切替器で構成したホイール状冗長方式の構成について明らかにする. 4.4節では，

ホイール状冗長方式の信頼度を解析する手法を明らかにし，ホイール状冗長方式が従来の

方式に比べて大きな改善を行うことを明らかにする．

４．２　分波器を用いた冗長方式

　通信衛星において一般に採用されてきたトランスポンダの構成を図4.1 .図4.2に示す．

本トランスポンダは複数波を増幅器(Amp)で共通増幅した後，最終段の進行波管増幅器

（ＴＷＴＡ）の前で各波に分波する形式を採っている. Amp出力側のＨＹＢは後述する図

4.16にあるようにAmpの予備を設定するために使用するものである．図4.1はＴＷＴＡの

入出,力側それぞれに３個の切替器を採用したものであり，図4.2はＴＷＴＡの出力側は同

様であるが，入力側をＨＹＢと１個の切替器で構成したものである．

　これに対して，新たに提案した構成を図4.3に示す(3 I)図4.3は進行波管の入力側を

分波器と１個の切替器で構成したものである．各切替器. H YB .フィルタの所要個数を

図4.1～4.3の構成に対して比較したものを表4.1に示す．切替器はＨＹＢやフィルタの

ような受動素子に比べて信頼度がかなり低くなる．一方. H Y Bは3 dBの電力損失が発生

する．図4.3の形式は，フィルタの個数増による若干の重量増はあるが，図4.1. 4.2に

おける欠点がないため，すぐれた回路形式である．本回路形式は4.5節に述べるようにcs

-2で採用されている．

４。３　ホイール状冗長方式

¬定数の現用予備を使用し，また前節で述べたような分波器が適用できない場合には，
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図4.3　分波器を用いた冗長回路

Fig. 4. 3 Redundancy network with multiplexer.

　　表4.1　分波器を用いた冗長方式の比較

切　替　器 ３ｄＢハイブリッド フィルター

信頼度 × ○ ○

挿入損失 ○ × ○

重　　量 ○ ○ ○

所
要
個
数

図４．１ ６ １ ２

図４．２ ４ ３ ２

図４．３ ４ １ ４
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従来，図4.4のような冗長方式が用いられてきた(36)

　同図において，ＸＩは現用ユニット，ｙｌは予備ユニット，ｕ１は各チャネルの入力端

子，ｖｌは出力端子を示す.図4. 4 (a)は50％予備を用いた場合で，２個の現用ユニット毎

に１個の予備ユニットを設定している．図4.4 (b:〉は100％予備を用いた場合で，１個の現

用ユニット毎に１個の予備ユニットを設定している．いずれの場合も各チャネルに接続し

得るユニット数は最大２個である．これに対して，本論文で取上げるホイール状冗長方式

は，現用，予備の各ユニットを並列に並べ，各ユニットの入力側出力側それぞれに３端子

切替器を用いて１つの輪を構成するように接続したもので，入出力端子の取出し口の違い

によって２通りに分類し，Ｉ形，ｎ形と呼ぶことにする（34･35)図4.5にＩ形，図4.6

にII形について. (a)50%予備，（b）100％予備それぞれの場合の構成を示す．図4. 5.4. 6に

おいて. (a)はｘｌで示す現用ユニット数に対して1/2（50%）のｙ１で示す予備ユニット

を配置しており. (b)は現用ユニットと同数（100%）の予備ユニットを配置している．

　本方式に適用する３端子切替器の形式としては，２つの形式が考えられる．図4.7 .図

4.8に２形式の３端子切替器における接続の仕方を示す．図4.7はサーキ５レータ（ＣＩ

Ｒ）形，図4.8は　ＳＰＤＴ形と呼ぶことにする. C I R形の場合，図4.6に示したホイ

ール状冗長方式Ｉ形の場合の動作原理は. (a)の50％予備の場合には次のようになる．例え

ばチャネルｕ２ －ｖ２に着目すると，平常時はｘ３に接続されているが，ｘ３が故障した

場合，ｙｌに接続することができる．更に，ｙ，が故障した場合，チャネルｕ３ －Ｖ３ に

ｙ２を接続し，チャネルｕ２ －Ｖ２ にはＸ４を接続することができる．従って，各チャネ

ルに対して最大３個のユニットを接続することが可能となる. (b)の100％予備の場合，動

作原理は50％予備と同じであるが，予備ユニットの数が多いため，各チャネルに最大４個

のユニットを接続することが可能となる．図4.6に示したホイール状冗長方式Ｈ形の動作

原理は. (a)の50％予備の場合に対して，例えば，チャネルU 1 - V 1 に着目すると，平常

時はＸＩに接続されているが，ｘ，が故障した場合. { y i )中の任意のユニットに接続

することができる．ほかの現用ユニットが故障している場合切替えの制約を受けるが，従

来の方式に比較して切替えの自由度ははるかに高くなっている. (b)の100％冗長方式の場

合，動作原理は50％予備の場合と同じであるが，予備ユニットの数が多いため切替えの自

由度は更に増加する．
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　次に. S P D T形の場合は図4.8におけるＰ端子，Ｔ端子を図4.9のように接続するこ

とにより，Ｉ形100％予備の構成を作ることができる．この場合，各入力端子が接続でき

るユニット数は最大３であり. C I R形に比べて予備への切替の自由度は若干低くなる．

４
　
　
４

４

４

冗長回路の信頼度解析

１　従来の冗長方式

　現用ユニットの数をＸ，予備ユニットの数をＹとして．システムが正常に動作している

確率，すなわち，Ｘチャネルすべてが残存する確率を計算する．但し，切替器の故障率は

各現用ユニット，予備ユニットの故障率と比較して十分小さいと仮定し，無視する．

　各ユニットの動作中の故障率をλ１，待機中の故障率をλ２とすると，Ｌ（＝Ｘ十Ｙ）

個中Ｍ個が残存する場合の信頼度関数Z LM(t)は次のようになる（付録Ｈ）（”）．

Z
I.。(t) =n　（-Ｘ十Ｙ－ｉ）Σ（-１）ｊ
　　　　　１-０　　λ２　　　　　　　　　』－０

exp［-t {X　λl＋（M-X＋j）λ２　｝］

ｊ！（Ｌ－Ｍ－ｊ）１

・
Ｉ （Ｍ≧Ｘ） (4.1)

以下，式(4.1)を用いて各冗長方式の信頼度関数を求める．

　図4.4に示した従来の冗長方式の場合の信頼度関数は，よく知られているように，50％

予備に対して，

　　Ｒ（t）＝〔Z33(t) + Z 32(t)〕゛

100％予備に対して，

　　Ｒ（t）＝〔Z 22（t）十Z21（t）〕･７

と表わすことができる(36)

　又，理想的な平滑状態待機冗長方式が実現できた場合ﾌﾟの信頼度関数は，

　　Ｒ（t）＝Σ　ZLH(t)

となる．

(4.2)

(4.3)

(4.4)

４。４．２　ホイール状冗長方式

　ホイール状冗長方式Ｉ形，II形それぞれに対して，各チャネルの入出力を黒丸，各ユニ

７２



ツトを白丸で示すと. (a)50%予備. (b) 100%予備それぞれの場合に対して，図4.10.

図4.11のようにグラフ化して表すことができる．同図において，システムの残存性は，す

べての黒丸が，ほかの黒丸を通過することなしに，少なくとも１つの残存している白丸に

接続できるかどうかという問題として考えることができる．図4.10. 4.11における白丸，

すなわち，現用ユニット，予備ユニットに対して，２進数｛ａｌ　; i = 1 , L }を対応さ

せ，ユニノットが残存しているか故障しているかによって，表4.2のように.0.1を対応

させる．このようにすると，各ユニットが残存しているか故障しているかによって，シス

テムの状態としては，２１通りあることが分かる．この２１通りの中で，Ｍユニットが残

存し，且つ，システムとして正常に動作している場合の数をNlmとする．このとき信頼度

関数は

　　Ｒ（t）＝Σ　NI.χZい.(t)/ lCm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.5)

と表すことができる．従って. Nlmを求めることによって，ホイール状冗長方式の信頼度

関数が求まる．本冗長方式の場合. Nlmに対して一般式を求めることは困難であるので，

計算機を用いて求める方法を以下に述べる．

　図4.10. 4.11に示したいずれの場合も同様の考え方で解くことができるため，ここでは

図4. 10(a)すなわちＣＩＲ形切替器を用いたホイール状50％冗長方式Ｉ形の場合について解

法を示す．

　図4. 10(a)のグラフからｉ番目の基本的な構成要素を取り出し，図4.12のようにα１，

β1 . r 1 , ? 1 ,η１及び一方向を定義する．但し．

　　α量　゜ａ 31-2.β工　゜a 31-1,　γ１　= a 31

である．次に以下に示す命題に対応した論理変数Ａ ．

る．

　　　　　　　　　　　　　　　(4.6)

Ｂ 。 ，Ｄ 。 ，Ｅ 。，Ｑ 。 を導入す

Ａｓ，：｛ξ１　;i = 1 . k - 1 } . {η，　; i = 1 . k - 1 }が接続可能で且つξl，が

　　　一方向に接続可能．

ＢＩ，：｛ξ１　;i = 1 . k - 1 } . {η１　: i = 1 . k - 1 }が接続可能で且つξl，が

　　　一方向に接続不可能．

７３
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　　　（a）50%　　　　　　　　（b）100%

図4. 1 0　ホイール状冗長方式Ｉのグラフ表示

Fig. 4.10 Graphic wheel-like redundancy network l
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－ゝゝ

　　　（ａ）50%　　　　　　　（b）100%

図4. 1 1　ホイール状冗長方式ｎのグラフ表示
Fig.4.11 Graphic wheel-like redundancy network!!.

表４．２　　ａ１の定義

a 1 ュニットの状態

０ 故障

１ 残存

　／

／

7‘ 1

ξ
　
β

α１

図4. 1 2

Fig. 4.12

記号の定義
Definition of symbols.
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D ，g

E k

・
・

・
・

｛ξ１　; i = 1 . k } . {η１　: i = 1 . k - 1 }が接続可能で且つη。が一方

向に接続可能。

｛ξ１　; i = 1 . k } . {η１　: i = 1 . k - 1 }が接続可能で且つη。が一方

向に接続不可能。

　Qk　：ξ。又はη。-１が接続不可能。

このとき，Ａ Ｉ。Bk . D Ｉ。Ｅ Ｉ。Ｑ 。の間には次のような漸化式が成立する。

　Ａ。．１＝〔（α１,．ＩＶβk*l = 1 )∧Ｄｋ〕Ｖ〔（α．．１Λβ．．１＝１）∧Ｅｋ〕(4.7)

　Ｂ k + 1〔（αk.i Vβk.. = 0 )∧Ｄｋ〕Ｖ〔（αk+l cβk.. = 1)∧Ｅｋ〕(4.8)

　Ｄ k+ I ―〔（γ．．１＝１）∧Ａ ｋ，１〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.9)

　Ｅ k+ I ―〔（γｌ,．１＝Ｏ）∧Ａ ｋ・１〕Ｖ〔（γ．．１＝１）∧Ｂ ｋ，１〕　　　(4.10)

　Ｑ。．ｌ＝〔（α．．ＩＶβk*i = 0 )∧Ｅｋ〕Ｖ〔( rk*. = 0 )∧Ｂ ｋ・１〕(4.11)

但し，Ｖは論理和，八は論理積，⑥は排他的論理和を示す．ここで，便宜上次のように定

義される新しい論理変数ＦＩ。G k , H kを導入する．

　Ｆ k+ 1 ―〔（α．．１＝１）∧Ｄｋ〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.12)

　Ｇ。．１＝〔（α．．１＝Ｏ）∧Ｄｋ〕Ｖ〔（αk*l = 1 )∧Ｅｋ〕　　　　　　(4.13)

　Ｈ k+ 1 ―〔（αk.i = 0 )∧Ｅｋ〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.14)

このとき，式(4.7) . (4.8) . (4.11)よりAk . B ｓ。Ｑ ． は次のように表すことができる．

　Ａ。．１＝〔Ｆ k+ I〕Ｖ〔（βk.. = 1 )∧Ｇ ｋ，１〕　　　　　　　　　　　　(4.15)

　Ｂ k+ 1 ―〔（β．．，＝Ｏ）∧Ｇ ｋ・，〕Ｖ〔（β．．１＝１〉∧Ｈ ｋ・，）　　　(4.16)

　Ｑ k+ 1 ―〔（β．。ｌ＝Ｏ）∧Ｈｋ・ｌ〕Ｖ〔( r k*i = 0 )∧Ｂ k-fI 〕　　　(4.17)

従って，式(4.12)～(4.17)は遷移表を用いて表4.3のように表すことができる．

　２ １･通りの｛ａ１　: i = 1 . L }の各パターンは．表4.3の遷移表に従って残存し得る

パターンであるかどうかを調べることができる．すなわち，ａｌの値が確定前の状態とし

てＤ又はＥを仮定して, { a 1　; i = 1 . L }を遷移表に従って検査した際に，最後まで

Ｑの状態とならず，且つ最初のａｉに対する仮定と矛盾しなければ，この場合のパターン

は残存し得るパターンであるとみなすことができる．このようにして求めた残存し得るパ

７５



表4.3　遷移表

ａ１の位が
確定後の状態

a i

０ １

ａｌ確
の　定
値　前
が　の
　　状
　　態

Ａ Ｅ Ｄ

Ｂ Ｑ Ｅ

Ｄ Ｇ Ｆ

Ｅ Ｈ Ｇ

Ｆ Ａ Ａ

Ｇ Ｂ Ａ

Ｈ Ｑ Ｂ

　０１ ０２ b. ｏ３【】4　bχ４０２χ-102xbx

匹゛‾レベ：)‾゛‾

(b)匹゛‾｀‾○‾

(C) B2x.i,i

（d）Ｃ２×,i-1

図4. 1 3

匹４－C－○一

匹一卜べ）

ＳＰＤＴ形切替器を用いたホイール

状冗長方式のグラフ表示
Fig. 4.13 Graphic wheel-like redundancy

　　　network with SPDT switches.
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ターンの内，

　　　　　　　　Ｌ

　　　　　Ｍ＝Σ　a 1

　　　　　　　　１－｜
(4.18)

を満足するものの数がＮｕ,となり．式(4.5)より信頼度関数を求めることができる．

　ＳＰＤＴ形切替器の場合も同様の方法を適用することができるが，さらに，次のような

考え方に基づいて閉じた漸化式を作成することができる．ここでは，図4.9の場合につい

て述べる．

　まず，図4.10. 4.11と同様に図4.9を図4. 13(a)のようにグラフ化する．

　図4.13において，黒丸{ｂ１　; i = 1. 2.…，Ｘ}は各チャネルの入出力，白三角

{al　; i = 1. 3.…. 2X-1}及び白丸{al　: i =2. 4.…. 2X}は各ユニットを示す．

この時，システムの残存性は，すべての黒丸が白三角を飛び越すことなしに，少なくとも

１つの残存している白丸または白三角に接続できるかどうかという問題として考えること

ができる．図4. 13(a)は閉ループをなしているので，図4.13(b)～(d)のように３種の開ループ

について考えることとし，各系が残存する場合の数をN2X. 1と同様にA 2X.I ,　B 2X, 1 ,　C

3X. iとする．この時，図4.13(b)に対して，a2。-i,a2。の残存性に従って場合分けを行う

と．

｛ Ａ ２χ，1 - C 2 (。-I). 1-2+ 2 h 2 (・。I). 1。Ｉ

Ａ ２，１　= 2 . A ２，２　= 1,2≦χ≦ｉ≦２χ，

図4.13(c)に対して. a2, a3の残存性に従って場合分けを行うと，

↓ Ｂ ２χ-I, 1 = A 2 (χ- I), 1- I十Ｂ ２χ。3.1-1

Ｂ
２，１　=

2.2≦χ≦ｉ≦２χ－１，

図4.13(d)に対してf 32x-li 32。の残存性に従って場合分けを行うと。

圭 Ｃ ２χ，1- I - C 2 (χ- 1) , i-2十Ｃ２（。。I) > i。３十Ａ２｛。。I), I-J十Ａ２１。-1).1-1

Ｃ ２，０　= 2 . C ２，１　= 1 . Cj,。= 1.2≦χ≦ｉ≦２χ+1．

７７

(4.19)

(4.20)

(4.21)



が成立する．ここで，図4.13 (a)に対して，a2．｡h a2．の残存性に従って場合分けを行う

と次式が成立する．

｛ Ｎ ２χ，I - C 2 (χ- I) I i-2十Ｎ２（χ-1).1-1十B 2X- 1. 1

Ｎ ２，１　= 2 . N ２，2=1.2≦χ≦ｉ≦２χ，

式(4.19)～(4. 22)を用いるとNlmを求めることができる．

(4. 22)

4.4.3　平均寿命

　各冗長方式の信頼性を示す基準としてHTTF.すなわち平均寿命を求める．定義よりMTTF

は，

HTTF =

である．

R (t)dt

従 つて．式(4.2)～(4.5)を用いると，従来の50％冗長方式の場合は，

　　　　　ｙ　　　　　l

MTTF =Σ（-1）　yCi (1+

　　　　　1･0

１・０

　　　　　　　L

MTTF =Σ

　　　　　　　Ｍ･χ

　　　　　　　L

MTTF =Σ

糾・Ｘ

２λ，　Ｙ-１　２λ１　１
） （

１

λ２　　２Υλ１十ｉλ２

１

λ２　　Υλ1十ｉλ２

Z LM(t)dt

Nlm

-

lCm

となる．但し，式(4.1)より

７８

(4.23)

(4.24)

(4.25〉

(4.26〉

(4. 27)

λ２

従来の100％冗長方式の場合は，

λ１　Ｔ－１　λ１　１

MTTF＝Σ（-1）　yCi (1十一）　（－一一
λ２

平滑状態待機冗長方式の場合は，

ホイール状冗長方式の場合は，

Z I.。(t)dt



　　　　　　　　　　　L-M-I　λ1
Z LM(t)dt = n (―χ十Ｙ－ｉ）

ｉ・０
λ２

　　　×Σ（-1）j

　　　　1-０

である．

　　　　　　　　　　　１

ｊｌ（Ｌ－Ｍ－ｊ）！［ｘλ,+ ( M - X十ｊ）λ２　］
(4.28)

4.4.4　解析結果

　これまでに述べたアルゴリズムに従って求めたＣＩＲ形切替器を用いたホイール状冗長

方式の信頼度について述べる．

　まず，ホイール状50％冗長方式Ｉ形の場合のNlmを表4.4 .ホイール状50％冗長方式n

形の場合を表4.5 .ホイール状100％冗長方式Ｉ形の場合を表4.6 .ホイール状100％冗

長方式ｎ形の場合を表4.7に示す．同表によると. { Nlm ; M =一定｝の数列は，50％予

備の場合には第Ｌ－Ｍ－１階の差分が項差3 L-M の等差数列. 100 %予備の場合には第Ｌ

－Ｍ－１階の差分が項差21･-“の等差数列となっている．また，式(4.19)～(4.22)を用い

て求めたＳＰＤＴ形ホ,イール状100％冗長方式Ｉ形のN I.Ｈを表4.8に示す．表4.6 . 4.7

に比べて値は少し低くなる．

　次に，式(4.1)～(4.5)及び表4.4～4.7を用いて行った各冗長方式の信頼度の計算結

果を図4.14. 4.15に示す．但し，各ユニットの故障率は待機中及び動作中いずれにおいて

も等しく，

　λ1　＝λ２　＝λ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.29)

としている．図4.14はチャネル数Ｘが４の場合で，ホイール状50％冗長方式はＩ形，Ｈ形

いずれも平滑状態待機冗長方式の理想値を達成している．ホイール状100％冗長方式の場

合はII形のみ理想値を達成している．図4.15はチャネル数が８の場合で，ホイール状冗長

方式はいずれも理想値を達成していないが，従来の方式に比較して大きな改善を期待でき

ることが分かる．又，図4.14. 4.15いずれにおいても，ホイール状50％冗長方式は従来の

100 %冗長方式より信頼度が高くなっていることが分かる．

　各装置の故障率として，待機中及び動作中いずれに対しても3000FITを仮定し，５年後

のシステム信頼度について行った計算結果を表4.9に示す．木表によると，ホイール状冗
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表4.4 ホイール状50%冗長方式Ｉ形のNlm

八 Ｌ L-1 L-2 L-3 L-4 L-5

3
6

9
12
15

１
１
１
１
１

3
6

9
12
15

15
36
66
105

72
204
435

327

1095 1443

表4.6

表4.5 ホイール状50%冗長方式II形のＮい4

八 Ｌ L-1 L-2 L-3 L-4 L-5

3
6
9
12
15

１
１
１
１
１

3
6
9
12
15

15
36
66
105

　84
220
455

475

1340 2628

ホイール状100%冗長方式Ｉ形のNlm

八 Ｌ L-1 L-2 L-3 L-4 L-5 L-6 L-7 L-8 L-9 L-10

2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

6
15
28
45
66
91
120
153
190

20
56
120
220
364
560
816
1140

66
205
489
994
1812
3051
4835

　212
　732
1918
4256
8424
15324

　666
2555
7296
17502
37250

　2060

　8752

27072

69720

6306
29529
98425

19172
98420 58026



W

一
〃
｀

表4.7　ホイール状100%冗長方式Ｈ形のＮい4

八 Ｌ レ1 L-2 L-3 L-4 L-5 L-6 L-7 L-8 L-9 L-10

2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

2

4

6

8
10

12

14

16

18

20

　6
15
28
45
66
91
120
153
190

20
56
120
220
364
560
816
1140

　70
210
495
1001
1820
3060
4845

　247

　786

　1995

　4360

　8559

15494

　864
　2919
　7896
18420
38580

　2984

10728

30762

76010

　10182

　39006

118170

34391

140410 115211

表4.8　SPDT形ホイール状100%冗長方式のN I.χ

八 Ｌ レ1 L-2 L-3 L-4 L-5 L-6 L-7 L-8 L-9 レ10

2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

6
15
28
45
66
91
120
153
190

　17
　52
115
214
357、
552
807
1130

46
170
435
917
1708
2916
4665

　122

　534

　1554

　3656

　7506

13994

　321
　1631
　5324
13821
30975

　842

　4880

17667

50150

　2206

14373

57170

　5777
41810 15126
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表4.9　装置の故障率が3000FITの場合の５年後システム信頼度

Ｘ
従来の方式 ホイール状方式Ｉ ホイール状方式Ⅱ 理　想　値

50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％

１ - 0.98484 - 0.98484 - 0.98484 - 0.98484

２ 0.95825 0.96991 0.95825 0.99322 0.95825 0.99322 0.95825 0.99322

３ - 0.95520 - 0.99720 - 0.99720 - 0.99720

４ 0.91824 0.94072 0.97202 0.99831 0.97202 0.99885 0.97202 0.99885

５ - 0.92646 - 0.99842 - 0.99946 - 0.99953

６ 0.87990 0.91241 0.97248 0.99824 0. 98267 0.99964 0.98267 0.99981

７ - 0.89858 - 0.99798 - 0.99968 - 0.99992

８ 0.84317 0.88495 0.96675 0.99770 0.98780 0.99967 0.98941 0.99997

９ - 0.87153 - 0.99741 - 0.99963 - 0.99999

１０ 0.80796 0.85832 0.95933 0.99712 0.98933 0.99959 0.99354 0.99999
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表4.10　装置の故障率が動作中3000FIT ，待機中2100FITの場合の５年後システム信頼度

Ｘ
従来の方式 ホイール状方式Ｉ ホイール状方式n 理　想　値

50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％

１ - 0.98695 - 0.98695 - 0.98695 - 0.98695

２ 0.96195 0.97406 0.96195 0.99466 0.96195 0.99466 0.96195 0.99466

３ - 0.96135 - 0.99797 - 0.99797 - 0.99797

４ 0.92534 0.94880 0.97565 0.99887 0.97565 0.99923 0.97565 0.99923

５ - 0.93642 - 0.99899 - 0.99966 - 0.99971

６ 0.89013 0.92419 0.97695 0.99891 0.98555 0.99979 0.98555 0.99989

７ - 0.91213 - 0.99877 - 0.99982 - 0.99996

８ 0.85626 0.90022 0.97274 0.99862 0.99023 0.99982 0.99153 0.99998

９ - 0.88847 - 0.99847 - 0.99980 - 0.99999

１０ 0.82367 0.87688 0.96705 0.99831 0.99171 0.99979 0.99504
1.00000

-



長方式Ｉ形の場合は. 50%予備でＸ＝４まで. 100%予備でＸ＝３まで．ホイール状冗長

方式ｎ形の場合は，50％予備でＸ＝６まで，100％予備でＸ＝４まで，平滑状態待機冗長

方式の理想値を達成することが分かる．又，ホイール状50％冗長方式はＸ＝２の場合を除

いて常に従来の100％冗長方式より信頼度が高くなることが分かる．

　次に，待機中の部品の故障率が動作中に比較して小さいような場合として．

　　λ2　= 0.7　λ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.30)

を想定し，計算を行った結果を表4.10に示す．但し，具体的な数値については報告例がな

いため，一例として式(4.30)を仮定した．表4.9と比較すると，各方式とも信頼度が若干

高くなっているが，その相対関係は同じであり，ホイール状冗長方式は従来の方式と比較

して大きな信頼度の改善を示している．

　次に，平均寿命(MTTF)に関して，各装置の故障率として，待機中及び動作中いずれに対

しても3000FITを仮定した計算結果を表4.11に示す．木表によると，各方式ともチャネル

数が増加するに従って. MTTFは単調に減少するが．ホイール状冗長方式においては，従来

の冗長方式に比較して減少量が小さく，寿命の点でも大きく改善されることが分かる．

　ホイール状冗長方式の場合，表4.12に示すように，従来の冗長方式と比較して切替器の

数が増加する．従って．切替器の故障率が無視できない場合には切替器の影響を考慮する

必要がある．

　切替器の故障に関しては，幾つかの故障モードが想定される．例えば，固定状態故障に

対しては，従来の冗長方式は予備への切替えが不可能となるが．ホイール状冗長方式は予

備への切替えが可能な場合が起り得る．従って，切替器の故障はホイール状冗長方式に対

して必ずしも不利であるとはいえないが，ここでは，一旦故障した切替器は使用不能とな

るような故障モードを仮定して，ホイール状冗長方式に不利な場合の信頼度評価を行う．

但し，切替器の故障率λ３は各装置の故障率と同様に一定と仮定する．このとき，従来の

50％冗長方式，100％冗長方式それぞれの信頼度関数は，次のようになる．

R (t) =exp(-4Υ　λ3t）

Υ

Σ

１・０

Ｙ－１
ｔ

１ ２
ｉ

yCi　Z,, (t) Z 32（t）｛一一十ぺxp（-2λ,t) }　(4.31)

　　　　　　　　　　　　　　3　3

８５
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表4.11　装置の故障率が3000FITの場合のHTTF (単位：年）

Ｘ
従来の方式 ホイール状方式Ｉ ホイール状方式ｎ 理　想　値

50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％ 50％ 100％

１ - 57.1 - 57.1 - 57.1 - 57.1

２ 31.7 34.9 31.7 41.2 31.7 41.2 31.7 41.2

３ - 26.6 - 36.1 - 36.1 - 36.1

４ 19.7 22.2 23.5 33.1 23.5 33.7 23.5 33.7

５ - 19.3 - 30.8 - 32.0 - 32.2

６ 15.1 17.2 19.9 29.0 20.8 30.7 20.8 31.2

７ - 15.7 - 27.4 - 29.6 - 30.5

８ 12.6 14.5 17.5 26.1 19.2 28.7 19.4 30.0

９ - 13.5 - 25.0 - 27.8 - 29.6

１０ 11.0 12.7 15.8 24.1 18.1 27.0 18.6 29.3

表4.12　各冗長方式の所要切替器数

従来の冗長方式 ホイール状冗長方式

５０％予備 １００％予備 ５０％予備 １００％予備

切替器数 ３Ｘ ２Ｘ ５Ｘ ６Ｘ

・ｊ -



　　　　　　　　　　　　　　　Ｙ　　　　　　　Ｙ-1　　　　1
R (t) =exp(-2Υ　λ3t）Σ　Υc,　Z22（t）Z

2.(t)
　　　　　　　　　　　　　　　1-0

(4.32)

　ホイール状冗長方式の場合，一般式を導出することは非常に複雑となるので，最悪の場

合を想定して，従来の冗長方式と比較する．すなわち，100％冗長方式に対しては，各チ

ャネルがそれぞれに対応した２台の装置のいずれかに接続される場合には厳密解を用い，

それ以外の場合にはすべての切替器が残存する必要があるとする.50％冗長方式に対して

は，各２チャネルがそれぞれに対応した３台の装置のいずれかに接続される場合に厳密解

を用い，それ以外の場合にはすぺての切替器が残存している必要があるとする．このよう

に考えると，ホイール状50％冗長方式Ｉ形に対して．

　　　　　　　　　　　　　Ｙ　　　　　　　Y-
i　　　　i

　R(t)≧exp(-8Υ　λ3t)Σ　Υc,　Z33 (t) Z 32(t)
　　　　　　　　　　　　　1-０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ

　　　　　　十ｅxp（-10Υλ3t）Σ(Nlm-　Y C
L-M　3

1･’“ 〉Ｚい,（ｔ）／　ｔＣｈttp://www..　　　　

　　　　Ｍ一χ

ホイール状100％冗長方式Ｉ形に対して，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｙ　　　　　　　Ｙ-1　　　　1

　　R（t）≧exp(-4Υ　λ3t）Σ　ΥCi　Z22（t）Z
21（t）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1-０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ

十exp(-6Υ　λ３t) Σ

M-X
（Ｎい4－　yCl-。21･゛“）Z LM(t) /　lCm

ホイール状50％冗長方式ｎ形に対して

R（t）≧exp(-4Υ　λ3t）

十exp(-10Υλ3t)

Σ

１－Ｏ

Ｌ

vCi　Ｚ３３（ｔ）Ｚ

(4.33)

(4.34)

１　　　　１　２　　　　　　　１

３２（ｔ）｛一一十一exp(-4λ3t) }

　　　　　3　3

Σ(Nlm-　Y C L-M　s"--" ) z LM(t) /　lCh

Ｍ･Ｘ

ホイール状100％冗長方式II形に対して，

　　　　　　　　　　　　　　Ｙ　　　　　　　Y-
i　　　　i

　R (t)≧exp(-2Υ　λ3t）Σ　ΥCi　Z22（t）Z 2.(t) {

　　　　　　　　　　　　　　1-０

十exp(-6Υ　λ3t)

１　１

一十一 xp(-4λ3t）｝
2　2

Ｌ

Σ（Ｎい,－　Y C L-M　２ １･－“）Ｚい,（t）/　lCm
Ｍ一ｘ

ｉ

(4.35〉

(4.36)

のような関係式が成立する．但し，上式における等号はＹ＝１の場合のみ成立する．

　式(4.31)～(4.36)を用いて行った計算結果を表4.13に示す．但し，切替器の故陣率と

８７
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表4.13　装置の故障率が3000FIT ，切替器の故障率が50FITの場合の５年後システム信頼度

Ｘ
従来の冗長方式 ホイール状冗長方式Ｉ ホイール状冗長方式n

50％予備 100％予備 50％予備 100％予備 50％予備 100％予備

１ - 0.98053 - 0.97625 - 0.97960

２ 0.94907 0.96145 0.94161 > 0.97577 0.94825 > 0.98232

３ - 0.94273 - > 0.97080 - > 0.98040

４ 0.90074 0.92438 > 0.93810 > 0.96297 > 0.95066 > 0.97601

５ - 0.90639 - > 0.95414 - > 0.97042

６ 0.85486 0.88874 > 0.92154 > 0.94501 > 0.94889 > 0.96428

７ - 0.87144 - ＞0.93580 - > 0.95785

８ 0.81132 0.85448 > 0.89932 > 0.92655 > 0.94104 > 0.95123

９ - 0.83785 - > 0.91730 - > 0.94448

１０ 0.77000 0.82154 > 0.87586 ＞0.90804 > 0.92925 > 0.93759

- ・ｊ
~Ｊ

j －
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して50FIT.装置の故障率として3000FITを想定し，５年後の信頼度を求めている．Ｘ＝

２の50％冗長方式. X = 1の100％冗長方式の場合は，当然のことながら従来の冗長方式

の方が信頼度が高くなっているが，これ以外の場合においては，ホイール状冗長方式の改

善効果が依然顕著である．

４．５　通信衛星搭載機器への適用

　4.2節に述べた分波器を用いた冗長方式はＣＳ－２の通信系に適用されている. c s -

２の通信系サブシステムの構成を図4.16に示す(39)図4.16におけるＣ帯トラッスポッダ

送信部に本冗長方式が採用されている．

　一方，ホイール状冗長方式はCS-2以降の多数のトランスポンダを搭載した通信衛星への

適用について試作を含めた検討が行われている．図4.17はシングルコンバージョッ中継系

に適用した例で送信部（ＴＸ）及び高出力部（ＨＰＡ）に適用した例である（”≒図4.18

はSS/TDMA方式に適用した例で，高出力部（ＨＰＡ）に適用している（41･* 2)さらに，

図4.19に示すように，スイッチマトリクス部（ＭＳＭ）における4PSTスイッチを１単位と

してＳＰＤＴスイッチを用いたホイール状冗長回路を構成している．

４．６　第４章のまとめ

　本章では，搭載通信機器の信頼性を向上させるという観点から新しい冗長方式について

検討を行った．主要な結果をまとめると，下記の通りである.

　（1）周波数帯の異なる複数のトランスポンダに対して共通の予備を設定するためのフィ

　　ルタを使用した冗長方式を提案した.

　（2）多数のドランスポンダに対して，比較的簡易な構成のもとに自由度の高い予備構成

　　を実現するため，簡易な構成の３端子切替器を使用したホイール状冗長方式を提案し

　　た.

　（3）複雑な回路構成を有する冗長方式に対して，信頼度を計算するためのアルゴリズム

　　を考案し，本アルゴリズムに基づいてホイール状冗長方式の信頼度を明らかにした．

　　この結果，従来の冗長方式に比較して顕著な改善効果を有していることが明らかとな

　　った．

９３



第５章　搭載用再生中継回路

５．１　序

　従来，通信衛星に搭載されるトランスポンダの主要な機能は,･地上から送信された信号

を下り回線用に周波数変換し増幅することであった．しかし，使用される信号の形態がア

ナログからディジタルヘ移行し，また，衛星の能力が向上するに従い，地上のディジタル

中継と同様に，一旦衛星で波形の整形及び識別を行い，上り回線と下り回線における雑音，

干渉，波形歪等の累積を妨げる再生中継の適用を考え得るようになった．再生中継の形式

としては当初第2.4節で述べたような所要C/Nの改善を目的として重量・消費電力等に関

して衛星の負担の少ない簡易な構成の搬送波段階で直接波形整形を行う直接再生中継が提

案された(43)その後，衛星の能力が一層向上するに従って，衛星内でベースバンド切替

並ぴに各種の信号処理を行うため，ベースバンドでの再生中継が検討されつつある．本章

では，重量，消費電力等に関して衛星に負担を与えないという観点から簡易な構成の再生

中継回路として２種の形式を取り上げ，その特性について検討した結果を述べる．

　第１の回路は24日ＰＳＫ波の位相方向及び振幅方向の雑音をそれぞれ別々に抑圧するこ

とにより，搬送波段階で直接位相再生を行う回路で，太田らにより考案されたものである

(44.45)　.第２の回路はＭＳＫ波の再生中継を行うためのディジタル素子で構成した簡易

な構成の検波回路である(46)ディジタル衛星回線としては２相又は４相ＰＳＫが一般的

であるが. M S Kは比較的周波数の利用効率が高くかつ帯域制限を行ってもエンベロップ

の変動が小さいため非線形の衛星回線に適した変調方式の１つと考えられる．また，一般

に検波方式としては同期検波と遅延検波があるが，搬送波再生を必要とせず，簡易な構成

のもとにＴＤＭＡ波のようなバースト信号にもすぱやく追随し得る遅延検波は有力な方式

である．このような回路の搭載化を考える上で重要な問題は，軽量・小型化をいかにして

行うかということであり, LSIに適合した回路形式を実現することが必要となる．そこで

Ｄ形フリップフロップを用いた簡易な回路形式を取り上げる．本回路はディジタル素子で

構成できると共に検波後の高調波除去手段を必要としないため非常に簡易な構成で検波を

実現できるという特徴を有している.

　5.2節では，位相再生回路を衛星回線に適用した場合に期待できる効果について，衛星

９４
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回線のシミュレーション系を構成することにより検討を行った結果を示す. 5.3節では，

ディジタル素子で構成したＭＳＫ遅延検波回路について，その回路特性に影響を及ぼす主

要パラメータを抽出し，十分な回路特性を実現するのに必要なパラメータの選定範囲を明

らかにする．

５．２　２相ＰＳＫ位相再生回路

5.2.1　２相ＰＳＫ位相再生回路の原理

　２相ＰＳＫ位相再生回路は，図5.1に示すように搬送波再生器，位相制限器，振幅制限

器の縦続接続で構成される(“)．搬送波再生器は1. 7GHzの２相位相変調された入力波を２

逓倍することにより, 3.4GHzの基準搬送波を再生する．位相制限器は非線形素子に1. 7GHz

の入力波と励振源として3. 4GHzの基準搬送波を加えることにより，入力波と振幅が等しく，

位相が対象なアイトラを作り，出力として入力信号とアイトラの合成波を取り出す．これ

をベクトル図で示すと図5.2のようになり，基準搬送波の位相をＯに設定すると入力信号

とアイトラの合成波の位ﾈ目は常にＯまたはπに限定され，位相の識別が行われることとな

る．次に，位相制限器と振幅制限器による直接再生の機構を図5.3に示す．図5.3におい

て，位相制限器は入力波Ｓ，の位相方向の雑音を除去することにより，Ｓ２を作り，これ

に続く振幅制限器は振幅方向の雑音を除去することに｀より原信号Ｓｏを再生する．

5.2.2　位相再生回路の誤り率改善特性

　位相再生回路の再生中継特性を測定するために用いた実験系を図5.4に示す（4s･47)

変調器（ＭＯＤ）では誤り率測定器の送信部（ＰｅＴＸ）より発生されるlOOHbpsのP N

パ｀ルス列により1. 7GHz搬送波を２相位相変調（ＰＳＫ）する．２相ＰＳＫ波は上り回線相

当部分，トランスポンダ相当部分，下り回線相当部分を経た後，同期検波器（ＤＥＭ）に

おいて復調される．上り回線，下り回線相当部分においては，雑音発生器（ＮＧ）より熱

雑音を加え，５段バタワース形の帯域通過フィルタ（ＢＰＦ）で帯域制限を行う．復調器

出力側はカットオフ周波数50MHzのトムソン形低域通過フィルタ（ＬＰＦ）を用い，本フ

ィルタ出力部において符号識別を行っている．誤り率は，誤り率測定器の受信部

（ＰｅＲＸ）において検出する. C/Nの測定は，Ｃは無変調時レベル，Ｎは常にBT=2の５

９５
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段バタワース形フィルタを通して測定し, 3.08dBの修正値を用いて帯域幅lOOMHzに換算し

たC/N表示とした．本実験に用いた位相再生回路の位相特性，振幅特性をそれぞれ図5.5

　(a), (b)に示す．

　位相再生回路に対して期待される効果には，主として，

　　(1)所要C/N量における改善

　　(2)上り回線の帯域制限の狭帯域化

の２つがある．そこでこれらに関して測定した結果を示す．図5.6に，上り回線の帯域制

限をBT=1.1. 2とした各場合について，誤り率lo-^ 10--それぞれに対する位相再生回路

の所要C/N特性を示す．図5.6には，位相再生回路を使用しない場合および位相再生回路

を使用しない場合の特性から推定した理想的な検波再生の場合を合わせて示している．次

に，雑音帯域幅と符号間干渉より決まる最適な入力側帯域制限について，測定した結果を

図5.7に示す．実験においては．搬送波再生器の影響を除外するため，基準搬送波にクリ

ーンキャリアを用いて，下り回線のC/Nを16dB. 13dBに固定して測定をおこなった．結果

は，図5.7よりわかるように，BTが1.6～2において最適値を示した．

　これらの結果により，

　　(1)位相再生回路により所要C/Nの改善が得られ，これは，検波再生の場合と同様に

　　　上り回線と下り回線のC/Nが均衡した領域で顕著となる.

　　(2)位相再生回路においては，従来の検波再生に比べて少し広めの最適帯域制限が存

　　　在する．

以上の点が明らかとなった．位相再生回路を用いた場合の検波再生の場合に比べた誤り率

特性の劣化の要因としては，搬送波再生器，位相制限器，振幅制限器各部の機能の不完全

性，及びタイミングジッタ，キャリア位相シックの累積等が考えられる．また，最適帯域

制限については，位相再生回路で波形が完全には再生されないため，復調器の帯域制限の

影響が重畳するためと推定される．

ｒ
り
り
　
　
ｒ
｀
．
り

．３　ＭＳＫ遅延検波回路

.3.1　ＭＳＫ遅延検波回路の構成と原理

ＭＳＫは，占有帯域幅が狭く，非線形回路において劣化が小さいため，衛星通信に適し
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た変調方式の一つである

用いられているが，

単になる他，バース

の遅延検波回路は，

この内，

ＭＳＫの検波方式としては 一般に， 同期検波及び遅延検波が

遅延検波は搬送波の同期再生を必要としないため， 回路が簡

ト状信号に対してもすぱやく応答するという利点を有している 従来

遅延線のようなアナログ遅延素子と位相比較器としてのミキサーを用

いる構成が一般的であるが 小型かつ低消費電力を実現するためには

イジタル形の回路形式が強く望まれる．

してシフ トレジスタ

ている(48) 本回路は

ローパスフィルタ

延検波回路として，

考えられる(49)

LSI に適合したデ

ディジタル化を行った回路としては，

位相比較器としてExclusive ０ｒ（ＥＸＯＲ）

遅延素子と

を用いた回路が知られ

アナログ遅延検波回路と同様ＥＸＯＲの出力側に高調波除去用の

（ＬＰＦ）

　Ｄ形フリ

を必要とするが さらに，

ツプフロップ

しかしながら 従来，

関して詳細な検討はなされておらず，

そこで ＭＳＫに適用するためのＤ

ついて検討を行った（“）

に示す． 図5.8

Ｗ
二

( D . F F )

のようなディ

ＬＰＦを省略できるディジタル遅

の位相比較特性を利用した回路が

ジタル遅延検波回路の動作特性に

回路パラメータの設計法については不明であった．

ＦＦを用いたディジタル遅延検波回路の動作特性に

ディジタル素子で構成したＭＳＫ遅延検波回路の構成を図5.8

(ａ)のＥＸＯＲ十ＬＰＦ方式は 従来のアナログ形回路の遅延線のかわりに

クロック周波数f cl.のＮ段シフトレジスタを使用し

ＥＸＯＲで置き換えたものである

シフト レジスタを使用し，

図5.8 (b)のＤ

位相比較器としてＤ

は. E X 0 R十ＬＰＦ方式に比べて，

０１

，位相比較器としてミキサーを

ＦＦ方式は，遅延素子として，

ＦＦを用いたものである

同じく

D . F F方式

ＬＰＦを省略できるという利点を有している

０１…のデータ信号で変調されたＭＳＫ波を図5.8 の遅延検波回路を使用して１

ツト遅延検波した場合のシミ５レーション波形を図5. 9(a)に示す．

の場合， 変調位相(Modulation phase)を有するＭＳＫ波

従って遅延された遅延ＭＳＫ波(Delayed

により ＥＸＯＲ出力

りＬＰＦ出力 （ＬＰＦ

D . F F方式の場合は

ことにより

（ＥＸＯＲ

M S K

（ＭＳＫ

ピ

ＥＸＯＲ十ＬＰＦ方式

wave)を 一定の条件に

wave)とともにＥＸＯＲに入力すること

output)が得られる

output)が得られ，

ＭＳＫ波をＤ

さらに ＬＰＦを用いる こと

適当なゲートを通すと原波形が再生される

ＦＦのＤ端子

ＬＰＦを使用することなしに，

形が再生される しかし 条件によっては

によ

遅延ＭＳＫ波をＣ端子に入力する

D . F F出力

図5.9
(b)

( D. FF output)に直接原波

(Ｃ)に示すように 正確には原波形
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Exclusive or　LPF
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　(b) D.FF circuit

図５．８　ＭＳＫ遅延検波回路の構成

Fig. 5. 8 MSK differential detection circuit configuration.
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が再生されない場合が生じる. (b)はＩＦ周波数f x，がピットレイトｆ，に近くなった場合

で. (c)はシフトレジスタのクロック周波数f cl.がf l，に近くなった場合である．以下では，

D . F F方式の場合に関して，原波形が正確に再生されるための条件について検討を行う．

５。３．２　誤り率特性の計算

5 . 3. 2.1　遅延検波波の位相誤差

　一般に. M S K波の位1日は，

φl･（t）･＝2π〔f x,t十△'V-　ｕ（ξ）ｄξ〕 (5.1)

と表わすことができる．ただし，△ｆはＭＳＫ波の周波数偏移量を示し，

　　　　　f .
　　△ｆ＝-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.2)

　　　　　４

の関係を有している．また. u(t)はデータ信号のマークに対して十１，スペースに対して

－１をとる．ここで，式(5.1)の位相を有するＭＳＫ波を，Ｎ段シフトレジスタによって

遅延させた場合の位相は，

　　φ2(t)＝φl　〔t －NTcL十r , (t)〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.3)

となる．ただし> T CLはシフトレジスタのクロック周期( 1 / f cl)で，7･ .(t)はシフト

レジスタのクロックとＩＦが非同期であるために生じる遅延誤差を示す．図5.10よりわか

るように. r.(t)は，

　　0≦r .(t)≦Ｔ CL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.4)

の範囲で一様分布する．Ｎ段シフトレジスタによる遅延量は一般にNTcLと考えられるが，

式(5.4)の遅延誤差を考慮すると，平均して，

　　　　　　Ｔ CL
NTcL-

１０４

(5.5)

　　　　　　　２

と考えるのが妥当である．このT cl/ 2修正の効果については次節で述べる．ここで，シ

フトレジスタによる遅延量を約１ピット(1 / f.)とし．かつ. D . F Fを位相比較器

として動作させるために原ＭＳＫ波と遅延ＭＳＫ波を同相または逆相に設定することとす

ると，
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　　　TcL　１

NTcL =

　　　２　　　f IF

　　　１　１(ﾄ
ﾌ忖

う
≒

-f.
（ｋ：整数） (5.6)

を満足するようにシフトレジスタのクロック周波数を決定する必要がある．

　一方，図5.8 (b)に示すD . F Fの入出力においては，図5.11に示すように，遅延M S K

波の立上り点における原ＭＳＫ波の状態が直接誤り率に影響を及ぼすこととなる．この遅

延ＭＳＫ波の立上り点は，ＩＦとピットレイトが同期していないため，理想的な識別点か

らT At)だけずれている．図5.11からわかるように. T At)は．

　　0≦ｒ２(t)≦Ｔχ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.7)

の範囲で一様分布する．ここで，遅延検波回路の出力側に置かれる識別回路の識別点をto

とし．識別点に影響を及ぼす遅延ＭＳＫ波の立上り点to- r 2(to)における原ＭＳＫ波と

遅延ＭＳＫ波の位相差△φ〔to- T 2(to)〕を求める．式(5.1). (5.2)より，

△φ〔ｔ，－ｒ２（ｔｏ）〕＝φＩ〔to- r j(to)〕－φ２〔to- T 2(t。）〕

　　　　　　　　　　＝２πｆ ｌ，〔NTcL- T i(to)〕

+2π△ｆ

　to-　ｒ2(t.)N　　　　　　　　　　　　　　　ｕ(ξ)dξ

　to-NT CL +　r ,(to) -　r ,(to)

となる．式(5.6)を式(5.8)に代入すると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　１

　　△φ〔to- T 2(to)〕＝２π（ｋ十-一土－）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４　４

- ２π（ｆ ｌ。土△

土

じ　
Ｉ
　
ｆ

　　△ｆ

２π-

　　f B

　　　　　Ｔ CL

T ,(to)一一

　　　　　２

ヘ
ー
ー
。
／

(5.8)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T.F

　　　　　　　　　　　　－２耳（=F1±1）△f
〔r
,(to)一元〕　　　　(5.9)

となる（付録Ｅ）．ただし，△ｆの符号は，データ信号のマークとスペースに対応してい

る．式(5.9)において，第１項と第２項は定常項であり，第３項と第４項が位相誤差Φに

相当する．さらに，データ信号においてマークかスペースが連続する場合，式(5.9)の第

４項が消滅するため，
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－

Φ１＝－２π（ｆ ｘ。士△f）〔r .(to〉一尹）

となり，マークもスペースも連続しない場合．

Φ２＝－2π（f l，士△f）〔T .(t。）一汗〕

　±4゛△f

〔

r 2 (to)-で‾こ〕

(5.10)

(5.11)

となる．式(5.4). (5.7)を考慮すると，Φ．Φ２の確率密度関数(pdf) P,(x). P,(x)

は．

ＰＩ(Ｘ)＝

Ｐ２(Ｘ)＝

但し，

｜

－

２

０

２

△

０

１

△φ１

１

－

△ φ．

φ１

４

十

一

△

ｅ
９
　
　
　
　
－
９

△

φ

φ
２

－

△

Ｘ

Ｘ

‾｜

-

φ２

≦△φ，

＞△φ，

ｅ
９

ｘｌ

＠
Ｉ

●
９

ｘｌ≦△φ．－△φｔ，

△φ．－△φ、くI '^l

≦△φ１　十△φ２

ｌｘｌ＞△φ１　十△φ２

△φ１　=;r ( fｌ，士△f ) TcL

　　　　　　　　　　　　　　π
△φ２　＝２π△ｆＴＩ。＝-　f. T,p

　　　　　　　　　　　　　　２

△φ。= max (△φｈ△φ２）

△φ。= min (△φｈ△φ２）

(5.12)

(5.13)

(5. 14)

となる(付録Ｆ)．マークとスペースの生起確率を１／２とすれば，式(5.10). (5.11)は．
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それぞれ等確率で起こるため．Φのpdf P（x）は次式となる．

　　　　　　　１　　　　　　１
P（X）＝

５ ３ ２

-

２

P . (X)十

誤り率特性

２

Ｐ２(Ｘ) (5.15)

　雑音として白色ガウス雑音を仮定すると，位4日誤差Φ及びC/N 7が与えられた時の

D . F Fを用いたＭＳＫ遅延検波方式における符号誤り率（ＢＥＲ）は，

　　　　　　　　　　１
Ｐ。（Φ，γ）＝

但し，

I。(X. y)゜

ｙ
　
　
ｏ

（
ド
Ｖ
ｙ
Ｊ

－

２

〔1 - I COS O I・I。（　l　sinO I , r )〕

ｅｘｐ（-ξ）ｌｏ（ｘξ〉ｄξ

(5.16)

(5.17)

　　I o(x)：０次変形ベッセル関数

である(付録Ｇ)．ここで，式(5.12)～(5.17)を用いると, D . F Fを用いたＭＳＫ遅延

検波方式のＢＥＲは次のようになる．

Ｐ。（△φｈ　△φ２，　Ｔ）＝
２

１

－

△

十

十

２

φ１

１

-

△φ

△
　
　
０

ｒ
Ｖ
Ｖ
Ｊ

＆

１

（
～
Ｖ
Ｖ
Ｊ

φ１

Ｐ。( o. r ) d <D

△φ．－△φ、

０

４△φ１△φ２

Ｎ

Ｐ。( o, r ) d *

△φｌ　十△φ２

△φ．－△φ、

△φ，十△φ2－Φ）Ｐ。（Φ. r) do

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.18)

　式(5.18)の計算例として，ｆ CL> > f x,すなわち△φｌ≒０，△φ２＝πｆ。ＴＩ。／２

＝△φ。の場合を図5.12, f x。＞＞fsすなわち△φ２≒０，△φ１≒πｆ ｌ。ＴCL ―

△φ，の場合を図5.13に，それぞれ△φ，をパラメータとして示す。ここで，△φ。＝０

の場合は，アナログ方式の理想値である。
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5.3.3　実験結果と考察

　実験回路の構成を図5.14に示す．データ信号としてP N G E Nで発生される64kbpsの９

段疑似ランダム符号を使用し. 70M Hz搬送波をM S K M 0 DにおいてＭＳＫ変調している．

バンドパスフィルタ(ＢＰＦ)として3dB帯域幅が150k Hzの４段パタワース形を使用し．

ＢＰＦ前段に白色ガウス雑音(Noise)を加えている．ＩＦ周波数はO～500k Hｚの範囲で

可変とし，シフトレジスタのクロック周波数及び段数は，式(5.6)の関係より決定してい

る．識別(Decision)のためのクロックとしては，データ信号発生に使用したクロックの位

相を最適に調整して使用している．

　実験結果として10°ｓの誤り率を得るのに必要とされるC/N値を，ｆ CL> > f x。の場合に

ついて図5.15. f ir> > f Bの場合について図5.16に示す．図5.15.図5.16には，

式(5.18)より求めた計算結果を併記した．いずれにおいても，計算結果は実験結果とよく

一致し，前節で述べた考え方の妥当性を示している．図5.16には．式(5.6)の左辺によっ

て示されるシフトレジスタの遅延量･をNTcLとした場合と，式(5.6〉のようにＴ cl/ 2の修

正を行った場合の両者を示している．計算結果，実験結果ともTcl/ ２修正の効果が大き

いことを示している．すなわち，シフトレジスタのクロック周波数は，シフトレジスタの

遅延量を単純にクロック周期のＮ倍と考えるのではなく，半周期に相当する分だけオフセ

ットして設定する必要があることを示している．

　最後に，許容劣化量が与えられた場合の各パラメータの選定範囲について述べる．

式(5.18)より求めた誤り率10°ｓに対する所要C/N値の△φｈ△φ２及び△φ．(＝△φ１

十△φ2)に対する依存性を図5.17に示す．図5.17及び式(5.14)より許容劣化量を満足する

f
CL. f x。，fｓの関係を求めることができる．さらに，図5.17において，各φ．に対す

る所要C/N値が，ある△φ１の範囲(例えば，図5.17において，最小C/N値から1 dB高い

　C/N値を示す点を結んだ破線内の範囲)においてほぽ一定であることに着目すると，許容

劣化量に対応する△φ．に対して，

１△φ１　十△φ２＜△φ，

　　　　△φ１

０≦αくｰ＝１－

　　　　△φ，

(5.19)

＜β≦１
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Fig. 5.14 Experimental circuit configuration.
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が成立する．ただし，α．βは，一例･（△φ0 =0. 7の場合）として図5.17に示されるよ

うに，△φ，に対する所要のC/N値をほぼ一定とみなすことができる範囲を示す．

この時，式(5.14).. (5.19)より，

f
B

-

ｆ CL

ｆ χ，　△φ，　２　１　△φ，２

-く－２（一一

α（

π

）十一（
　　　２

△φ。

△

(5.20)

）く

πf CL　２π

　　ｆ ｌ，

）くｰくβ（

　　f CL

　　△φ。

△φx，

-

２（１－β）（

　π

ｆ χ。

-

ｆ
CL

く２（１－α）（

f.

-

ｆ CL

　f χ，

（-）

　f ｃ1

φ，

-

π

となる．ただし，式(5.14〉におけるf B ／４は微小項として無視した．式(5.20)を図示す

ると，各パラメータの選定範囲は図5.18の斜線で示される範囲となる．

５．４　第５章のまとめ

本章では，上り回線と下り回線における雑音．干渉，波形歪等の累積を妨げ，衛星回線

の稼働率を向上させるという観点から，衛星上で再生中継を行うことを目的として２相Ｐ

ＳＫ位相再生回路及びＭＳＫ遅延検波回路の検討を行った．主要な結果をまとめると，

　（1）衛星回線に２相ＰＳＫ位相再生回路を適用することにより，所要C/Nの改善が得ら

　　れると共に上り回線の狭帯域化が可能であることを明らかにした.

　（2）ディジタル素子で構成した簡易な構成の回路により. M S Kの遅延検波が可能であ

　　ることを明らかにした.

（3）ディジタル素子で構成した簡易な構成の回路の特性に対して．ピットレイト，IF周

　　波数，遅延回路のクロック周波数の相互関係が大きな影響を及ぼすことを明らかにし

　　た．さらに，所要の特性を実現するための各周波数の選定範囲を明確化した．
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第６章　結言

　衛星通信方式は，衛星部分と地球局部分から構成され．これらが衛星通信方式における

リソースである(SO)アベイラビリティとは，これらのリソースがある時刻にどの程度ア

ベイラブルであるかということであり，別の言葉で表すと．降雨等に対する稼働率．信頼

度．トラヒック的な意味におけるスループットである．従って，アベイラビリティとは．

衛星通信におけるリソースをいかに有効に使用しているかという尺度であり，アベイラビ

リティの向上は．衛星通信における基本的な研究課題である．本論文は，このアベイラビ

リティを向上させるという観点から，いくつかの新しい方法を提案し，それらの原理，効

果，特性並びにそれらを実現する上で重要な要素技術に関する理論的・実験的検討結果を

とりまとめたものである．

　本論文の主眼は，まず，各章で述べた新しい創意の提案である．各提案は，現時点で考

えると新規性を感じられない点も含んでいるが，その時点では，従来の考え方から一歩飛

躍したものであり，その後の衛星通信の発展と整合したものであった．また，これらの創

意は，ほぼ同時期に，外国においても，類似の視点から少し違った形で考案され現在の衛

星に役立っているものもあり，当時その分野に携わった人達の共通の関心事であったとい

うことができる．本論文で次に強調したい点は，各創意内容の原理，効果．特性を評価す

るために用いた解析法である．各解析法は，提案内容の原理，効果，特性を明らかにする

という目的のため，独自にあみだしたものである．各章で使用した解析は，数学的に体系

化したものではないが，それぞれ，従来の伝送理論あるいはマイクロ波解析を使用しつつ，

それに新しい算術を組み合わせることによって，その解析のめざす所を達成することがで

きた．

　第２章では，降雨に応じてアンテナ利得を制御することにより降雨マージンの増大を行

う方法を提案し，中継系の構成・制御則について述べ，本方法における降雨マージンの改

善量の評価を行った．これにより，準ミリ波帯衛星通信における降雨による電波の減衰を

補償する一手段を提供した．当時，準ミリ波帯においては，降雨の影響のため再生中継の

効果は小さいと考えられていた．しかし，ここで述べたアンテナ利得制御のように上りと

下りの回線品質を均衡化する手段を用いると．再生中継の効果が顕著に増大されることを
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実証できた．これは，誤り訂正等の手段を適用して上りと下りの回線品質を均衡させる場

合も同じであり，アナロジーの創造という意味においても価値があるものと考える．また，

これを契機に始められたマルチホーンアンテナの研究はその後のマルチビームアンテナの

研究に引き継がれている．一方．このアンテナ利得制御の効果を明らかにするために，新

しい解析法を導入した．これは，衛星回線の誤り率特性を所要Ｃ／Ｎ特性図で表示し，こ

れを基に上り回線と下り回線の降雨マージンの関係をー種の幾何学的手法により明らかに

したものである．

　第３章では，マルチピーム衛星中継方式におけるビーム間のトラヒック不均衡による搭

載中継器の使用効率低下を補償するための手法として．衛星上で複数のアンテナビームを

切替制御及び共通増幅する手法を提案した．ここでは，ビーム切替・共通増幅を行うため

のマイクロ波回路として，新たに多端子結合形回路網を提案し，その原理・特徴を明らか

にした．多端子結合形回路網が能動形のフェーズドアレーアンテナや空間給電マルチピー

ムアレーアンテナと同じ機能を簡易な構成のもとに実現することができ，衛星に適するこ

とを示した点は大きな成果である．多端子結合形ビーム共通増幅回路は，現在，移動体衛

星通信に適した方式として研究が進められている．一方，多端子結合形回路網の特性解析

については，一般にマイクロ波解析に使用されているＳ行列に対して．各要素を０，１の

二進数で表示したTransfer行列を使用した．これによって，多端子結合形ビーム切替回路

の位相設定値を始めとして，故障素子の影響，振幅・位ﾎ目誤差の影響等について，多端子

結合形回路網の数式的扱いを可能とすることができた．また，このような表示を行った場

合，行列がアダマール行列になることは，別の分野におけるアナロジーを考える上で有益

である．

　第４章では，搭載通信機器の信頼度向上を目的とするフィルタを用いた冗長方式並びに

ホイール状冗長方式を新たに提案し，ホイール状冗長方式の信頼度解析を行う手法を明ら

かにした．これにより，比較的簡易な構成で高信頼度を達成し得る冗長方式を提供した．

このホイール状冗長方式は，本文で引用したDouble Ring Redundancy Networkと同時期に

検討を行っていたもので，この研究を発表する段になって初めてその存在を知り．発想の

類似性に衝撃を受けたものである．米国では，このDouble Ring Redundancy Networkを実

際に通信衛星に使用する段階にある．一方，本章では，ホイール状冗長方式の信頼度解析
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を行うために，計算機用のアルゴリズムを導出した．これは組合せ理論と同種のカテゴり

ーに属する問題と考えられるが，このような手法を信頼度解析に適用した所に新規性があ

るものと考える．

　最後に，第５章では，通信衛星における伝送特性改善のための再生中継について述べ，

再生中継を行うための簡易な構成の21日ＰＳＫ位相再生回路およびディジタル素子で構成

したＭＳＫ遅延検波回路の特性について明らかにした．ここでは. M S K遅延検波回路内

で発生するディジタル誤差を位相誤差として遅延検波の符号誤り率関数に取込み，ディジ

タル回路の特性を符号誤り率特性によって評価することを可能とした．これは実験値とも

よく一致することが確認でき，精度の高い特性評価を可能とすることができた．

　通信衛星は．打ち上げまでに長期の開発期間を要するため，将来を予測して新しい創意

を導入することは非常に困難であり，本論文で述べたような創意を実際に導入するために

は，さらに各種の要因を考慮したトレードオフによる淘汰がなされるべきである．しかし，

本論文で述べた根底に流れる考え方は，衛星通信のシステム設計に反映されると共に，シ

ステム設計技術の進展に寄与を行うものと信ずる．

　現在，衛星通信の利用としては，衛星単独で通信網を形成する使い方と地上回線と組み

合わせて通信網を形成する使い方の二つの方向で進展している．衛星単独で通信網を形成

する場合は，その利用者の利用目的によって各種の使い方があり，アベイラビリティにつ

いてもその使い方に応じた効果的な向上法が今後追求されるものと考えられる．特に，衛

星通信における多元接続（マルチプルアクセス）は興味ある問題である(S I)また，地上

回線と組み合わせて使用する場合は.ISDNとの関係において，経済性および品質等の

観点から他の伝送媒体と整合のとれたアベイラビリティについて考える必要があるであろ

う．
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付録Ａ　２相ＰＣＭ－ＰＳＫ伝送路の符号誤り率

　２相ＰＣＭ－ＰＳＫ伝送路の符号誤り率（ＢＥＲ）を求める．

　ＲＦ回線を等価的にベースバンド回線におきかえ，フィルタとして，その伝達関数が

G ( f ) =exp　［-2 1n2
（ｼ）2］

(A.1)

で定義されるガウスフィルタを仮定する．ただし，ｆは周波数，Ｂは3dB帯域幅である．

　式(A.I)のインパルス応答は

Ｒ（ｔ）＝

一

一

丁
○○

－○○

G（f〉exp(j2πft) df

B ｅxp（一二B2　t2　）

　　　　　2 1n2

R ( r ) d r

ｙＴ
Ｔ

ぐ

１２３

　1　　　　　　πB

イづ羊謡 ｔ十

Ｔ

－
２

(A. 2)

］

(A. 5)

であるから. -(T/2)くｔく(T/2)の間で振幅が１である単一パルスの応答は次式で与えら

れる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｔ＋-

Ｖ（ｔ〉゛

丁　

：

　1

= ―erfc

　2

t一一

　２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(A. 3)

ここで，デューティファクタが１の２値パルス列を考えると，符号識別点において隣接パ

ルスの影響を含めた振幅は，

　　　V . = V (0)土Ｖ（T）土Ｖ（-T）±Ｖ（2T）±Ｖ（-2T）士…，　　　　　　　　(A. 4)

となる。式(A. 3)式によると　Ｖ（-t）＝Ｖ（t）であり，かつｎが２以上のＶ（nT）は無視で

きるため，次の４つの場合を考えれば十分である．

　　　C ase　１　Ｖ。１＝Ｖ（０）－Ｖ（Ｔ）－Ｖ（-Ｔ）＝Ｖ（０）－２Ｖ（Ｔ）

　　　C ase　２　Ｖ．２＝Ｖ（０）十Ｖ（T）－V（-T）＝Ｖ（0）

　　　C ase　3　V．3＝Ｖ（0）－Ｖ（T）十Ｖ（-T）＝Ｖ（0）

　　　C ase　4　V.4= V (0)十V(T)十V (-T)= V (0) + 2 V (T).

-＝･方，符号識別点での振幅がＶ。である２値信号のＢＥＲは次式で与えられる．



　　　　　　　　　１

P (V. ) = 1 －―er

　　　　　　　　　２

1・

（
V.

-

√ｉ‾･･

(A. 6)

ここでa ２は雑音振幅の自乗平均である(S2)雑音として白色ガウス雑音を仮定すると，

式(A.I)で示されるガウスフィルタを通過後の雑音振幅の自乗平均は

　　　4y？ 2

6r ２　＝-

　　　Bt

丁
oo

－○○

Ｇ（ｆ〉２ｄ ｆ＝

(yＴ
２

BT戸‾

２、深‾
(A. 7)

となる．ただし．Ｂ７はピットレイト(1/T) .･７７２は帯域幅Ｂ７に対応する雑音振幅の

自乗平均である．ｚをピット周期で正規化したC/Nとすると，

　　　　　　　　　　　１
Z＝10 10g

　　　　　　　　　2 gy。2

となり，式(A. 6) . (A. 7) . (A. 8)より，次式が求まる。

　　　　　　　　　１

P ( V. ) = 1 一一 r

　　　　　　　　　２

ぐΓ
～
Ｌ

4 1n2

-

ｙ 　V.　　ｚ

-10'i

√Ｆ

(A. 8)

］

(A.9)

式(A. 5)における各場合の発生確率は等しいから，全ＢＥＲは

　　　　　　１

　　　Ｐ。’＝－［P ( V.,)十Ｐ（Ｖ．２）十P ( V.,)十P ( V.4)］.　　　(A. 10)

　　　　　　4

となる．式(A. 3) . (A. 5) . (A. 9)を式(A. 10)に代入すると，１回線のＢＥＲが下記のよう

に求まる．

　　　１

Ｐ。≒－Ｆ［｛１ －２ erfc

　　　４

　　　　　１

　　　十一P［｛1 － erfc

２
　
１
一
４
べ 上

天

　　Z
10'ｎ

πBT

２万而‾

πBT

2 h In2

１２４

二

斥‾

上

､/‾Ｆ

　－1020］

　－1020］

(A. 11)
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付録Ｂ　多端子方向性結合器のTransfer行列

　ＭＤＣのTransfer行列式(3.14)を証明する．

　m =1 . 2の場合は，式(3.11). (3.12)より自明である．

ｍ＝ｐに対して成立すると仮定すると，式(3.14)より次式が成立する．

　（Ｐ）

Tuh=2

ｒ
～
Ｌ

　
　
ｐ

　
　
χ

　
　
ｅ

Ｐ
ｒ

　　　π　　p-I

ｊ　-Σ　　Γ１

　　　２　　１－０

(B. 1)

　　　　　　(h=0. 1.…，2 ゛-1. k=0.1.….2゛-1）

このとき，ｐ＋1に対するＭＤＣは，ｐに対するＭＤＣを用いて，図B.1のように構成で

きる．従って. p + 1に対するＭＤＣのTransfer行列は，

　　　　(p+I)

｛Ｔ。ｈ　｝＝

　　(■>+1)

Tkh　　＝

－　１

－｛√Ｆ

．
Ｊ

百‾

玉
屑

Ｔ

（Ｐ）

ｎ｝

　　　（Ｐ）

{ Twh}

　（Ｐ）

Tkh exp

一万

玉

屑

　　　（Ｐ）

｛Ｔ。ｈ｝

　　　（Ｐ）

｛Ｔ。ｈ｝

となる．式(B.I)を式(B.2)に代入すると

　　(p+ I)

Tkh ＝２

　Ｐ＋言

’‾i‾
exp
″
一
２

Γ
ト
Ｌ

土

（ｒ。①ｓ (B.2)

(B.3)

となり，式(3.14)がｐ＋１に対しても成立し，式(3.14)は任意のｐ(ｐ≧１)に対して成

立することがわかる．

０
　
１

2P－ 1

　2P

2P 4･ 1

2P゛tl

○

１

ハ

2Ｐ

１

2Ｐ・1

2P゛1-1

図B.I　Ｔｎ‘゛゛１）の構成
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付録Ｃ　多端子結合形ビーム切替回路網の位相設定値

　多端子結合形ＢＳＮの移相器位相設定値が常にπの整数倍となることを証明する

　　klに対応する｛ｓi　: i=0.…. m-l }のうち，０がi1個，１がｉ２個とすると，

式(3.19)より，

E ( h . k , ) =Σ（

　　　　　　　　　（１１

　　　　　　　　＝Σ（

　　　　　　　　　（ｔｌ

　　　　　　　　＝Σ（

　　　　　　　　　（１１

「

」

１⑥Ｏ十ｒ１）十Σ（ｒｌ①１十「

ｒ１

）

２

）

十r 1　）十Σ

　　　　　（１２

ｒｌ）十ｉ２

（ｉ２

　－
（ｒ

）

）

１ 十ｒｌ）

１

）

(C.I)

となる．ただしΣは該当するｉ個の要素の和を示す．式(C.I)において，第１項は常に偶
　　　　　　　　　　　(1)

数であるから. E(h . k.)は
　　　　　　　●一●
ｉ２すなわちΣ　ＳＩが偶数のときに偶数，奇数のときに

　　　　　　　1-０

奇数となり．偶奇の関係は，ｋ，のみに依存することとなる．従って，式(3. 25)で定義さ

れるξ（kl）を導入すると. ? (k, ) -E(h . k.)は常に偶数となり，式(3. 24)より

∂ｈ（kl）は常にπの整数倍となることがわかる．　　　し

Ｆ２６

ｆ

圃

ｌ

ゝ

ｌ

１



付録Ｄ　多端子結合形ビーム切替回路網の位相設定アルゴリズム

　多端子結合形ＢＳＮの２および４出力端子に同時に出力させるための移相器位相設定ア

ルゴリズムを示す．

　最初に，２出力端子同時出力の場合として. (0.1)出力端子に同時出力させる場合につ

いて述べる．まず，式(3.19〉よりE(h . 0). E(h . 1)を次表に示す．

　　　　　　　　　　　　　　　　移相器番号(ｈ)

(
＞
ｏ
ｉ
ｇ
？
ｆ
;
＾
ｗ

次に. (0.1)出力端子のいずれか（ここでは（0）出力端子）の出力位相が０となるように

移相器を設定すると，次表を得る．

　　　　　　　　　　　　　　　　移相器番号（ｈ）

２
）
串
碧
Ｒ
’
｛
’

ここで，出力位相の２基本列（ここでは(0.1)と(0.3))がH/2 (ここでは８）個ずつある

ことに着目し，それぞれが直交するように移相器の位相をシフトする．ここでは. (0,1)

出力端子のそれぞれの合成出力位相が同じになるように，たとえば，

　　　(0.1)に対しては　＋3

　　　(0.3)に対しては　０

と設定すると次表が得られ. 3.3.2節で述ぺた２出力端子に同時出力させる条件を満足す

ることとなる．
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（
ｙ
⇔
串
砦
Ｒ
’
｛
‘

移相器番号（ｈ）

次に，４出力端子同時出力の場合として. (0. 1 . 2 . 3)出力端子に同時出力させる場合

について述べる．まず，上記の２出力端子同時出力の場合と同様に．式(3.19)より

E(h . 0). E(h . 1). E(h . 2). E(h . 3)を求め. (0. 1 . 2 . 3)出力端子のいずれか

(ここでは(O)出力端子)の出力位相が０となるように移相器を設定すると次表を得る．

　　　　　　　　　　　　　　　　移相器番号(ｈ)

２
）
一
一
ｍ
砦
Ｒ
’
｛
‘

ここで．出力位相の４基本列(ここでは(0. 1 . 1 . 2). (0. 3 . 1 . 0). (0. 1 . 3 .

0). (0. 3 ,3 .2))がH/4(ここでは４)個ずつあることに着目し. M/2個が同相，他の

M/2個がこれと直交し，かつ. M/4,個毎に逆位相となるように移相器の位相をシフトする．

ここでは. (0. 1 . 2 . 3)出力端子のそれぞれの合成出力位相が同じになるように，たと

えば，

　　　(0. 1 . 1 . 2)に対しては　＋2

　　　(0. 3 . 1 . 0)に対しては　＋３

　　　(0. 1 . 3 . 0)に対しては　＋3

　　　(0. 3 . 3 . 2)に対しては　０

設定すると次表が得られ. 3.3.2節で述べた４出力端子に同時出力させる条件を満足する
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こととなる．

(
＞
０
ｉ
Ｋ
Ｏ
：
ｆ
ｆ
ｌ

移相器番号（
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付録Ｅ　原ＭＳＫ波と遅延ＭＳＫ波との位相差

　原ＭＳＫ波と遅延ＭＳＫ波との位相差を示す式(5.9)を導出する．

　式(5.6)を用いると，式(5.8)の第１項ｈは次のようになる．

I 1　＝２π

　　　１　１
(ｙ言言

う
－２πｆ ｌ，

じ

r ,(to)

Ｔ CL

-

Ｊ

(E.I)

次に，ｔｏより１ピット以前のピットの境界点をｔｌとすると，式(5.8)の第２項１２は

次のようになる．

　　li＝2π△f〔Ntl　　　　　　　　　　　　　　ｕ（ξ）dξ

　　　　　　　　　　　　to-NT CL +　r ,(to)-r ,(to)

　　　　　　　　　　　　to-　ｒ 2(to)

　　　　　　　　　　゛

;;　　　　　　ｕ（ξ）dξ〕　　　　　　　　　　　　　　　(E.2)

従って，データ信号がマークであるかスペースであるかによって，式(E.2〉は，

　　１２　＝±2π△ｆ〔t ,　- t 0　十NTcL- r ,(t o)十ｒ２（ｔｏ）〕

　　　　　±2π△ｆ〔t 0 - t ,　－ｒ２（ｔｏ）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　(E.3)

における各符号に対応したものとなる。ここで，図5.11からわかるように，遅延ＭＳＫ波

の立上り点t 0 - T ,(to)は識別点ｔｏよりＯ～ＴＩ，だけ以前の点であるから，識別点を

ピットの境界（理想的な識別点）よりＴＸ。／２だけあらかじめ遅らせておくこととすると，

式(5.6)より

t 0　- t ,　＝

１

一十

TiF

-

Ｔ CL

　　　　　　　　　　f t　　２　　　　　　　２

となる．式(E.4)を式(E.3)に代入すると．

Ｔχ。

-

１２＝±2π

ﾃﾞy

F2π△f
〔
r ,(t o)一汗

≒NTcl.--一一　十一

ヘ
ー
ー
ー
－
／

　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＩ。

２π（Ｆ１±1）△f
〔ｒ
2（to）一万

〕

となり，式(E.I) . (E.3)より．

　　△φ’〔t 0　－ｒ２（ｔｏ）〕

　　　　＝ｈ　+12

１３０

(B.4)

(E.5)

1 一 一



となる．

＝２π
　　　１　１(ﾄ
ﾌ忖

う

±２π

-

-

２π（ｆ ｘ，士△ｆ　）

じ

２π（Ｆ１±1）△ｆ

△ｆ

-
f.

　　　　　Ｔ CL

７’.(to)一一

　　　　　２

／
～
ト
ｘ

ヘ
ー
ー
ー
／

ｒ２（ｔｏ）－

１３１

Ｊり
こ (E.6)



付録Ｆ　位相誤差の確率密度関数

　位相誤差の確率密度関数(pdf) .式(5.13)を導出する．

φ３
一

一 ±4π△ｆ

じ　　　　　Ｔχ，

ｒ２（ｔｏ）--

　　　　　２

で定義されるφｓを導入すると，φ１

より一様分布となり，

P .(x) =

Ｐ３(Ｘ)＝

ｒ
士

ｒ
士

２

１

－

△ φ１

０

　１

-

２△φ２

０

ｅ
ｌ

一
９

・
９

・
―

Ｊ

(F.I)

φｓのpdf P ，(x). P,(x)は，式(5.4). (5.7)

ｘｌ≦△φ１

ＸＩ＞△φＩ

ＸＩ≦△φ２

ＸＩ＞△φ２

(F. 2〉

(F.3)

となる．さらに，φ２＝φ，十φ３のpdf P 2（x）は，式(F.2) . (F.3)における確率変数

の和のpdfであるから，たたみ込み積分として，

Ｐ２(ｘ)＝

χ
○○

－○○

ＰＩ（α）・Ｐｓ（ｘ－α）ｄα

と表わすことができる．式(F.2) . (F.3)を式(F.4)に代入すると，

　△φ１≧△φ２のとき，

　　　　　　　ｒ　１

２△φ１

・
Ｓ ｘｌ≦△φ１－△φ２

Ｐ２（Ｘ）＝

△φＩ　＋△φ２　-1 M

　　　　　　　　　　　　；△φ１　－△φ２　くＩχ１

　　４△φ１　△φ２

　　　　　　　　　　　≦△φ１　十△φ２

０

△φ１＜△φ２のとき

一
～ ｘｌ＞△φ１　十△φ２

１３２

(F.4)

(F.5)

１



Ｓ

１

P 21 (x) =

-

２△φ２

●
～ ｘｌ≦△φ２－△φ１

△φＩ　＋△φ２ -I M

０

４△φ１　△φ２

・
Ｉ

となり，式(5.13)が求まる

ｅ
９

△φ２－△φ，くI M

≦△φ１　十△φ２

ｘｌ＞△φ１　＋△φ２

１３３

(F.6)



付録Ｇ　ＭＳＫ遅延検波方式の符号誤り率

　ＭＳＫ遅延検波方式の符号誤り率( B E R )を示す式(5.16〉を導出する

　帯域通過ガウス雑音の加わったＭＳＫ波e. (t)。　６だけ遅延されたＭＳＫ波ｅ２（ｔ）は

　　e , (t) = A COS 〔２πｆ ｘ，ｔ十φ（t）〕十Ｘ。(t) COS　2πf x，t・し

　十　　　　　　- y I. (t) sin　2πf ipt　　･｡’　　　　　　　　　　　　　　　j卜(G.I)

　　e i (t〉= e , ( t -∂）

となる。ただし，ｘ。(t) . y。（t）は互いに無相関で，それぞれ電力密度がＮである雑音

成分である。ここで，式(G.I)を

　　ｅ 。（t）＝χ。COS　2πf l。t - Y k sin　2πf IF t

　　　　　　　＝Ｒ。COS ( 2πf l，t十∂ｌ）；ｋ＝１，２　　　　　　　　　　　(G.2〉

と表わす｡　ｉｚiiし. Xk . YＩ,．Ｒ 。，∂ｌは，それぞれｔの関数で，

　　X ,　＝ＡCOS φ（t）十ｘ。（t）

　　Y ,　＝Ａsin φ（t）十ｙ。（ｔ）

　　ｘ２　＝Ａ COS 〔φ（ｔ－∂）－２πｆ ｘ。∂〕

　　　　　　十ｘ。（t－∂）cos　2πf l。∂　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀ヽ= (G.3)

　　　　　　十ｙ。( t - 5 ) sin　２πｆｘ。∂

　　Ｙ２　＝Ａ sin 〔φ（ｔ－∂）－２πｆ ｌ，∂〕

　　　　　　十

↓

。（t－∂）sin 2πf l，∂　　　　　　　　　　　　　　｜

　　　　　　十y n ( t - 5 ) COS　2πf x。∂

　　χ,ｇ　＝Ｒ。COS　∂,９，　Ｙ。＝Ｒ。sin　∂。，

の関係がある。さらに，

　　u, =χ１　－Ｙ２ ，Ｕ２　＝χ，十Ｙ２

　　V ,　＝χ２　十Y 1　，Ｖ２＝χ２ - Y ,

一
―

k = 1 . 2 (G.4)

　
Ｉ
　
５
　
既

よ

とおくと．Ｕ。，Ｖ。は互いに4日関がなく。その変動成分は互いに直交する帯域通過ガウス

雑音成分に相当している。ここで，包絡線，

　　S。＝√U7‾i:‾∇‾7‾；ｋ＝1.2

は信号十雑音の包絡線となり，そのpdfは

１３４

(G.6)

・

ｊ



１３５

１

「

魚･

-

(y２

exp
(

-

a k

-

２ a

十

一

２

ｋ

Ｘ２
う
I
0 うド

ｌ

(G.7)

　　　　　　　k=l,2 ; 0<　a。くｏ０，0くＸくoo

となる(S3)ただし.･ａ。は信号の平均レベル． 　<Ｔ≫は平均雑音電力で，式（G.3），（G.5）より

ａ２　＝Ｕ２　十V2　＝2A2〔1十sin△φ（t）〕
　ｌ　　　　ｌ

ａ２　＝Ｕ２

　２　　　　２

a ２　＝２Ｎ

　ｋ

　　　１

十Ｖ２　＝２Ａ２〔１ － sin △φ（ｔ）〕

　　　２

　　　: k = 1 . 2

△φ（t）＝φ（t）－φ（t－∂）十　2πf l,∂

　
　
Ｉ

　
　
８

　
　
化

士

(G.9)

　となる．一方. D . F Fは．図5.11に示すように. e,(t)の立上り点におけるe ,(t)の状態

によって符号の判定を行う.ｅ２(t)の立上り点は，式(G.2)より，

t
0　＝

　１

-

２πｆ ｌ，

（∂２　十

π

一一
２

2nπ）
・
Ｉ ｎ：整数

とみなすことができ，この点におけるe .(t)の状態は式(G.2)より

　　e , ( t o) = R l sin(∂，－∂2）

となり，式･(G.4) . (G.5) . (G.6)を用いると，

　　　　　　　ｌ

e , ( t o) =一一（,χ２ Y ,　－χ１･Ｙ２．）＝

　　　　　　　Ｒ２

１

（Ｓ２ Ｓ２

　２

但し．

ａ＝

　１

＝-
　２

　ａ

-

17２

２

２

－

十

ｒ
Ｖ
ｙ
Ｉ
‥
）

○○

　　　　e-" I。

ａ＋．ｂ_
　２

ｂ＝ -

4y 2

２

１

－

十
εΓ２

(G. 10)

(G.ll)

(G. 12)

(G. 13)

(G. 14)

４Ｒ２

となる。従って，マークすなわちe ,(to) > 0のときのB E R . P。,は式(G.7)に対して．

　　P .1 = Prob ( S 2 > S 1　）

d X

Ｏくａ＜ｂ

b - a

-

ｂ十ａ

a i

が成立する（”）．さらに，式(G.8) . (G. 14)より，



　　ａ＝７〔1 - I sin△φ（ｔｏ）｜〕

　　ｂ＝γ〔１十I sin△φ（tｏ）｜〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(G. 15)

　　　　A2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

∧

　　γ゜-

　　　　2N

であるから，式(G. 13)は，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　●　，

　　　　　　1

　　P°1°T｛1‾lsil△φ（to）｜゜I°〔I COS△φ(to) I . T‘〕IG.16）

となる。同様に，スペースすなわちe ,(to) < 0のときのB E R . P。２は，

　　Ｐ。２＝Ｐ rob(S ,　＞Ｓ２　）　　　・，

　　　　　　１

　　　　°ｉ‾｛１‾ｌｓｉｌ△φ（ｔ°) I ･ I°〔I COS△φ( t 0 ) Iトγ〕IG.17）

のように式(G.16)と同じになる。一方，式(5.11)に式(5.4〉を代入し，かつ，位相誤差

に相当する項をφとおくと，

△φ〔to - r 2( t 0 )〕＝２π
クー
ー
４

１
一
２

ト

となる。式(G. 18)を式(G. 16). (G.17)に代入すると，

　　　　　　　　　　　　１　　　ト

　　Ｐ。(Φ，γ)＝－Ｐ。1十一Ｐ。2

　　　　　　　　　　　●2　　　　　2

より，式(5.16)が求まる。

1 3.6

(G. 18)

(G. 19)

夢
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ｉ
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付録Ｈ　待機冗長系の信頼度関数

　動作中及び待機中のユニットが混在する場合の信頼度関数を示す式(4.1)を導出する。

　故障した装置の台数がｉ台である状態をＥｉとして．ＥＩが起こり次にＥ』が起こる条件

つき確率をPi』とした時. Pliを要素とする行列，すなわち推移確率行列Ｐは次のように表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

すことができる(39)｡

Ｐ＝

-

ぐ １

　Eo

Ｘλ１

　０

　　　　　　　　E ,　　　　　　　　Ｅ２

-Υλ２　　χλ，＋Υλ２　　　　　　　　０

　　　１ -χλ. -(Y-1)λ２　Ｘλ. +(Y-1)λ

０

ここで，故障数ｉの場合の確率分布関数をPi

式で表すことができる．

０

　２

ｓ％

ゝ●

・ゝ

E I.

０
０

λ
１

　　　　　　　　　　　　　　　　　(H.I)

(t)とすると，式(H.I)は次のような微分形

Po ' (t) + (Xλ１＋ｙλ2)Po (t) =　０

ＰＩ’（ｔ）－（ＸλＩ＋Υλ２）Ｐ，（ｔ）＋〔Ｘλ. +(Y-1)λ２〕p. (t) =　０

Ｐ２’（ｔ）－（Ｘλ１＋（Ｙ-１）λ２〕p. (t) +〔Ｘλ１＋（Ｙ-２）λ２〕Ｐ２（ｔ）

　　　　　　：

Pl ' (t) -　λ，Ｐ
L-.
(t) =　０

初期条件を，

　　　　Ｐｏ（Ｏ）＝　１，Ｐ Ｉ-（Ｏ）＝Ｐ２（Ｏ）ｚ　･････････････ ｚ Ｐ
L
(0) = 0

として，式(H.2)を解くと，

　　　　　ｒ-１　　λ１

Pr (t) = n (　-Ｘ＋Ｙ－ｉ）

　　　　　ｉ＝Ｏ　　λ２　　　　　　　一

一

一

(H. 2)

(H.3)

０

　「

Σ（

j＝0

　j exp {　－〔　Xλ. +(Y-r+j)λ２〕t　｝

1）

・
～

J! (r-j)！

　r≦Y (H. 4)

となる．従って. r = L-M = X+Y-Mを式(H.4)に代入すると，式(4.1)が求まる．並列冗長

方式（λ，＝λ２＝λ）の場合には，式(4.1)は次のようになる．

Z LM(t) =　lC ｘ exp(-Hλt）〔1- exp(-λt）〕l･’“

１３７

(H.5)

・
ｊ
１

ｉ
ｉ
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―
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